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第1章 序論 
 

1.1 研究の背景と目的  

 1964 年の新潟地震以降，液状化に関する研究は幅広く行われ，その研究成果は各種基準

の中で反映されてきた。しかし，平成 7 年(1995 年)兵庫県南部地震では，多くの構造物に

大被害をもたらした。また，埋立地では大規模な液状化が生じ，液状化に伴う地盤の流動

によって杭基礎構造物に多大な被害が生じた。  

 兵庫県南部地震後，土木学会では「土木構造物の耐震基準等に関する提言」が第一次提

言（平成 7 年 5 月），第二次提言（平成 8 年 1 月）及び第三次提言（平成 12 年 6 月）まで

3 回にわたり行われた。その中で，構造物の耐震性能の照査では，供用期間内に 1～2 度発

生する確率を持つ地震動強さ（レベル 1 地震動）と，発生確率は低いが極めて激しい地震

動強さ（レベル 2 地震動）の地震動強さを想定することが提言され，各種基準類に反映さ

れてきた。また，国際的にも ISO23469:2005（Bases for design of structures – Seismic actions 

for designing geotechnical works）では地盤基礎構造物への地震作用を定める際の指針を示

しており，2 段階の設計地震動の考え方等，性能設計の考え方を導入している。また，国

内でも「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19 年）」は，いち早く性能設計の考え

方を導入し，設計状態ごとに推奨される性能照査の方法として数値解析法を推奨している。

そのため，近年，実務設計においても，二次元有限要素法（FEM）による動的解析は，杭

基礎構造物，矢板式係船岸やケーソン式係船岸などの様々な施設の耐震性能照査に広く使

われるようになってきている。一方，三次元有限要素法（FEM）は，二次元有限要素法（FEM）

に比べて精度は高いが，解析モデル作成の煩雑さ，計算時間の長さ，解析コストの増大が

あるため，多数の解析が必要となる実務設計に用いることは難しいことが多い。例えば，

計算時間に関して，三次元解析による杭の水平載荷試験のシミュレーションでは，自重解

析で約 2 時間，静的解析による水平載荷試験のシミュレーションに約 12 時間かかること

があり，二次元解析より非常に多くの計算時間がかかる。実際の設計では多数のパラメト

リックスタディを行うことが多いため，特殊部の設計を除いて，実務的には二次元解析を

使うことが多い。  

 近年，FLIP ROSE (Iai et al. (1992))，LIQCA (Oka et al. (1999))，GEOASIA (Noda et al. (2008))

のような有限要素法（FEM）が様々な構造物の耐震性能の評価に使われている。多くの杭

基礎構造物の動的解析に関する研究は，水平方向（杭軸直角方向）のつりあい力に焦点を

あててきた。なぜならば，地震中の杭と地盤の動的な相互作用は杭と地盤の水平方向の変

位によるためである。代表的な例として，水平方向（杭軸直角方向）の杭と地盤の相互作

用をモデル化するために二次元 FEMにおいて杭-地盤相互作用ばね要素(Tamari et al. (2018), 

Hussien et al. (2010))が開発されている。この要素は，液状化地盤中の杭のように複雑な状

況下で水平方向（杭軸直角方向）の動的な杭と地盤の相互作用を適切に考慮することがで
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きる。  

実務において，二次元有限要素法（FEM）によって杭基礎構造物の解析を行う場合，杭

と地盤の相互作用を適切に考慮することが重要である。耐震設計では，主として水平地震

動に対して行うため，水平方向に関する杭と地盤の相互作用の研究が行われてきた。近年

の耐震設計では，水平地震動と鉛直地震動の同時入力による解析が行われるようになり，

鉛直方向の杭と地盤の相互作用のモデル化が重要となってきているが，鉛直方向に関する

杭と地盤の相互作用のモデル化は，十分に議論されていない。これまでは，水平方向に関

する杭と地盤の相互作用のモデル化を優先させ，鉛直方向に関しては簡易なモデル化（例

えば，杭先端と地盤の節点を共有するモデル化）をすることが多かった。  

 鉛直方向の杭と地盤の相互作用の研究，すなわち杭の先端支持力に関する理論的な研究

は多数行われてきており（ Terzaghi(1943), Meyerhof(1951), Terzaghi and Peck (1967), 

Vesic(1972), 岸田，高野(1973), 安福ら(1995, 2000, 2001)），支持力理論として整理され各種

指針・基準類に反映されてきている。一方，近年は，有限要素法により杭の先端支持力を

評価することが多くなってきた。その際，支持力理論による支持力を各種の有限要素法で

適切に評価することが必要である。鉛直方向の杭と地盤の動的な相互作用は複雑であり，

数値解析（特に二次元有限要素法（FEM））のモデル化であまり考慮されてこなかった。こ

のため現在の耐震設計における実務的な解析モデルでは，はり要素などの杭下端で地盤と

杭の節点を共有していることが多い。しかし，このモデル化は様々な問題を含んでいるた

め，杭の鉛直方向（杭軸方向）における杭と地盤の相互作用を適切にモデル化することが

望まれており，適切な周面摩擦力や杭の先端支持力のモデル化が構造物の挙動を評価する

うえで重要となる。  

 本研究では，実務に多く使う二次元有限要素法（FEM）の使用を想定し，鉛直方向の杭

と地盤の相互作用のモデル化の提案を行うことを目的としている。また，提案モデルの応

用例として，杭先端が支持層に到達していない未達杭構造物のモデル化の提案を行う。ま

た，本研究で用いた三次元有限要素法（FEM）の応用例として，締固め砂杭工法（SCP 工

法）による密度増加と K0増加のそれぞれによる改良効果の評価とモデル化の提案を行う。 
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1.2 本論文の構成 

 本論文の構成を図  1-1 に示し，その概要を下記に示す。  

 

第 1 章 序論 

 研究の背景と目的を示し，本論文の構成について述べる。  

 

第 2 章 既往の研究 

 杭の支持力，杭と地盤の相互作用の歴史，砂杭による地盤改良，杭基礎の耐震設計の変

遷をレビューし，実務に用いる杭基礎の耐震設計のための課題を整理する。  

 

第 3 章 地盤の影響範囲を考慮した杭と地盤の杭軸方向相互作用のモデル化の提案  

 近年，杭基礎の耐震設計は有限要素法によって多数行われてきた。耐震設計では，主と

して水平地震動に対して行うため，水平方向に関する杭と地盤の相互作用の研究が行われ

てきた。一方で，鉛直方向に関する杭と地盤の相互作用のモデル化は十分に議論されてい

ない。そこで，最初に，杭の先端支持力モデルのコーディングの検証方法（Verification）を

提案する。さらに，既往の杭先端のモデルを用いて，検証（Verification）を実施し，問題点

を明らかにする。次に，地盤の影響範囲を考慮した杭の先端支持力及び周面摩擦力のモデ

ル化の提案を行い，解析結果に及ぼす影響を検討する。  

 

第 4 章 提案手法を用いた未達杭構造物のモデル化の提案  

 近年，大規模マンションの杭基礎が支持層に十分根入れされていない事例が生じ，建て

替えすることになった。従来の杭基礎の設計では，杭が支持層に根入れされていない事例

（以下，「未達杭」という。）を対象とはしなかった。未達杭構造物を適切に評価すること

ができれば，所有者の方々が建て替えの判断を定量的に行うことができる。そこで，第 3

章の提案手法を応用して，未達杭構造物モデル化の提案を行う。  

 

第 5 章 締固め砂杭工法による密度増加と K0 増加のそれぞれによる改良効果の評価とモ

デル化 

 従来，締固め砂杭工法（サンドコンパクションパイル工法，以下，「SCP 工法」という。）

のメカニズムは，①密度増加，②静止土圧係数 K0の増加，の 2 種類が考えられてきた。し

かし，実務設計においては，①と②の効果が混在している N 値によって評価されてきた。

そこで，本研究では，杭のモデル化を応用して，SCP 工法の改良効果の分離（①密度増加

の効果と②静止土圧係数 K0の増加の効果）を試みる。  
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第 6 章 まとめ 

 本研究で得られた結論を各章毎にまとめる。  

 

 
図 1-1 本論文の構成  

 

第 1 章 序論 
 研究の背景と目的  
 本論文の構成  

第 2 章 既往の研究 
 杭の支持力の評価  
 杭と地盤の相互作用のモデル化  
 杭基礎構造物の耐震設計と数値解析にお
ける杭のモデル化の課題  

 砂杭による地盤の耐震性能評価の課題  

第 3 章 地盤の影響範囲を考慮した杭と地盤の杭

軸方向相互作用のモデル化の提案  

 杭の先端支持力モデルのコーディングの検証
方法（Verification）の検討  

 杭と地盤の杭軸方向相互作用の二次元モデル
の提案  

 三次元有限要素法による杭先端の地盤変形の
影響範囲の評価  

 提案方法の二次元モデルの適用性検証  
 杭の周面摩擦力のモデル化の提案  

第 4 章 提案手法を用いた未達杭構

造物のモデル化の提案 
 未達杭のモデル化の提案  
 提案手法の試計算  

第 6 章 まとめ 
 各章のまとめ  
 今後の展望  

第 5 章 締固め砂杭工法による密度

増加と K0増加のそれぞれに

よる改良効果の評価とモデ

ル化 
 締固め砂杭工法による K0 増加

が地盤改良効果に及ぼす影響の

評価とモデル化  
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第2章 既往の研究 
 

2.1 杭の支持力の評価  

2.1.1 先端支持力の理論  

 杭の支持力に関しては多くの研究が行われてきた。Terzaghi and Peck (1967)1)は，地盤を

剛塑性体と仮定し，杭先端部より上部の土のせん断抵抗を考慮しない支持力を提案した。

本理論は例えば，軟弱地盤を打ち抜き，密な砂質地盤に根入れが浅く施工された杭に適合

している。その際，この理論では Terzaghi(1943) 2)の浅い基礎の支持力係数を用いている。

また，本理論では杭先端部の地盤に変位が生じても，地表面より Df の深さの範囲の土の

圧縮性で吸収されてしまうことが必要である。  

 なお，Terzaghi (1943) 2) や Meyerhof (1951) 3)は地盤を剛塑性体と仮定し，杭先端部より

上部の土のせん断抵抗を考慮する支持力も提案している。Terzaghi (1943)  2)では，杭先端よ

り上方のせん断抵抗力を考慮している。  

 図 2-1(a)に Terzaghi によるすべり線を示す。地盤が破壊するときに杭先端部より下部の

土が矢印の方向に動いて，杭先端上部の土を押し上げる。このとき上部の土のせん断抵抗

が無視できれば，Terzaghi and Peck (1967)1)と同じになる。無視できない場合は Terzaghi and 

Peck (1967)1)より大きな力が必要である。一方，Meyerhof (1951) 3)は模型実験の観察結果よ

り，図 2-1(b)のように杭先端部より上の地盤まですべり面が発達する破壊の状態を仮定し

た。この方法の特色は，すべり線を等価自由表面と名付け，等価自由表面上に作用する垂

直応力とせん断応力の力のつり合いから求めた点である。これらの方法に共通しているこ

とは杭先端の土の動きを抑止する力として，杭先端部における上載圧をそのまま採用して

いることであり，アーチング効果が発生しない限り，適用可能である。Vesic (1963)4)は，深

い基礎に関する模型実験を多く行い，深い基礎では常に地盤の破壊はパンチングせん断破

壊であることを明らかにした（図  2-1(c)）。  

 Berezantev, Kristoforov and Golubkov (1961)5)は，地盤を剛塑性体と仮定し，杭先端部より

上部の土のアーチング効果を考慮した支持力を提案している（図 2-2 (a)）。Berazantev et al. 

5)によるすべり線を図 2-2(a)に示す。すべり面は杭先端部より下にだけ発生するとして，塑

性論の軸対称問題として扱っている。  

 Vesic (1972)6), 岸田，高野(1973)7)は，地盤を弾塑性体と仮定し，杭先端部における地盤

の破壊状態が無限体内の球状空洞を押し拡げる場合に相当するとした理論（空洞拡張理論）

を用いた支持力理論を提案している。Vesic (1972)6)は，Prandtl 系の支持力と空洞拡張理論

による支持力式を組み合わせた提案である（図 2-2 (b)）。また，岸田，高野(1979)7)は，模

型地盤に圧力を加える方法により杭の先端支持力の模型実験を行い，観察結果に基づき

Vesic (1972)6)と同様の考え方に基づく支持力式を提案している（図  2-2 (c)）。  

 安福ら 8)9)10)11)は空洞拡張理論を元にした先端支持力を提案している。安福らは図 2-3 に
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示す破壊形態を想定している。破壊形態の特徴は 3 点ある。1)主働くさびを想定してφ=π

/4+φ’/2 を仮定している。2)杭先端より下の A-C に主働土圧を考慮している。3)極限支持

力 qp は Vesic によって提案された空洞拡張理論を基にして，BC の円弧上に極限の空洞膨

張圧 puが作用すると考えたことである。  

 

 

図 2-1 支持力理論で仮定したすべり線の分類 

 

 

        (a)                     (b)                       (c)  

図 2-2 支持力理論で仮定したすべり線の分類 
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図 2-3 空洞拡張理論の考え方  
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2.1.2 周面摩擦力の理論  

 粘性土地盤の周面摩擦力の評価は全応力解析と有効応力解析に分けることができる。全

応力解析では周面摩擦力を土の非排水せん断強度 cu のα倍と定義しているものである。

Vesic (1977)12)は，多くの載荷試験によって次式により摩擦力と土の非排水せん断強度 cuの

関係を算定している。それによると，土の非排水せん断強度 cuが 5tf/m2以下の正規圧密粘

土では fuはほぼ cuに等しいが，それ以上では α の値は 1.0 より小さくなるとしている。  

 

𝑓𝑢 = 𝛼𝑐𝑢                                                                  (1) 

 

  ここで，fu：極限周面摩擦力，α：付着力係数，cu：土の非排水せん断強度  

 国内の基準 13)では，杭の極限周面摩擦力度の評価として次式のように有効応力を利用す

ることが記載されている。  

 

 𝜏𝑢 = 𝜎ℎtan𝛿 = 𝐾𝜎𝑣tan𝛿                                                      (2) 

 

  ここで，σh：杭周面に作用する側圧，σv：上載圧，K：側圧係数，δ：摩擦角  

 杭の周面摩擦力に着目した既往の研究としては，既にいくつかの実測や実験データがあ

る。Yoshimi and Kishida (1981)14)は，図 2-4 に示すような摩擦係数と表面粗さの関係 15)を

示している。表面粗さは長さ 2.5mm の間の最も高い所と低い所の間の差として定義され，

この表面粗さと摩擦係数の関係を図示している。ここでは摩擦係数は材料によらず，表面

粗さで決まることになり，表面粗さ 20μm以上では摩擦係数の変化は少ないが，20μm以下

では表面粗さの影響が大きいことを示している。富永ら (1987)16)は砂と粘土の多層系地盤

を対象として，周面摩擦測定機を用いて杭の周面摩擦力の測定を行っている。田村ら

(2009)17)は杭の押込み試験を対象とした杭の遠心力模型実験を実施して，杭の周面摩擦力

が杭の材料の表面粗さによって異なることを示している。伊藤ら(1987)18)は同一地盤にお

ける打撃工法の引抜き抵抗力は埋込み工法の約 2 倍であるとしており，杭の周面摩擦力が

施工の影響を受けることを報告している。また，White.et.al(2002)19)は砂質土の場合，杭の

打設過程において杭の近傍で粒子破砕や体積変化が生じ，地盤状態が打設前後で異なるこ

とを報告している。  
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図 2-4 砂の密度と鋼材表面粗さが摩擦係数に与える影響 15) 
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2.1.3 杭の荷重沈下曲線  

 杭の荷重沈下曲線の形状に対していくつかの研究が行われてきた。Hirayama (1990)20)は，

BCP committee21)の砂質土に対する載荷試験結果から基準変位を算定し，その基準変位を元

に双曲線関係の荷重変位曲線を提案している。提案された荷重変位曲線と実験結果との比

較を図 2-5 に示す。脇田(1998)22)は，過去に行われた多くの載荷試験データを用いて，杭

の荷重-沈下関係の曲線近似を行い，第 1 限界荷重以下では双曲線分布の適合性が高いこと

を明らかにしている。また，安福ら 8)9)10)11)は，Kondner タイプの双曲線関数を用いて，

Hirayama(1990) 20)の基準沈下量の考え方を取り入れている。ここでも，図  2-6 に示すよう

に双曲線近似は原位置載荷試験結果と良く一致することが示されている。その他にも杭の

荷重沈下曲線のモデル化に双曲線を用いている例は多い。  

 

 

図 2-5 杭の荷重変位曲線（Hirayama (1990)20））  
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図 2-6 杭の荷重変位曲線（Yasufuku et al. (2001)11）） 
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2.2 杭と地盤の相互作用のモデル化  

 杭と地盤の変形の模式図を図 2-7 に示す。地震時の杭基礎に対する外力は，①上部工の

慣性力，②地盤の変位の 2 つがある。それらの要因によって，杭と地盤の間に相対変位が

生じる（図 2-7 の「UG-UP」）。そのため，杭本体には，杭と地盤の相対変位に応じた力が作

用することになる。つまり，杭と地盤の相互作用とは，杭と地盤間の相対変位による相互

作用を示す。杭と地盤の相互作用は主として 2 つのモードがある。上部工の慣性力が大き

い場合は，「上部工の変位＞地盤の変位」となり，液状化時のように地盤の変位が大きい場

合は「地盤の変位＞上部工の変位」となる。耐震設計では，これらを適切にモデル化する

ことが求められている。代表的な杭と地盤の相互作用のモデル化 23)を図 2-8 に示す。杭と

地盤の相互作用の解析には，震度法＋地盤ばねによる方法 24)，動的解析＋地盤ばねによる

方法 25)及び有限要素法 23)が用いられる。  

 従来の設計では，杭をはり要素でモデル化し，杭と自由地盤をばねで結合するモデルが

用いられることが多かった。そのようなバネは Winkler ばねとも言われる。このうち，静

的に設計する場合の代表例が震度法であり，震度法の計算に必要な作用力は上部工の慣性

力と地盤ばね定数である。また，動的に設計する場合は，別途，地盤のみの解析を実施し，

そこで得られた変位を杭と反対側のばねの節点に入力して解析する方法である。  

 有限要素法は，連続体の解析として最もよく使われる手法であり，三次元解析と二次元

解析がある。三次元解析は実際の構造物を精度良くモデル化することができ，模型実験や

杭の原位置試験を対象に実施されることが多い。例えば，牧ら(2004)26)は，せん断土槽を用

いた振動台実験を三次元解析によりシミュレーションしている。また，段野ら (2008)27)も遠

心模型実験を三次元の土-水連成 FEM によりシミュレーションしている。しかし，実構造

物を対象に三次元解析を実施するには，モデル化や計算に煩雑な部分が多い。また，計算

時間に関しても，例えば，三次元解析による杭の水平載荷試験のシミュレーションでは，

自重解析で約 2 時間，静的解析による水平載荷試験のシミュレーションに約 12 時間かか

ることがあり，二次元解析より非常に多くの計算時間がかかる。実際の設計では多数のパ

ラメトリックスタディを行うことが多いため，特殊部の設計を除いて，実務的には二次元

解析を使うことが多い。  

実務において，杭のような棒状の構造物を二次元解析でモデル化する場合，杭が奥行き

方向に連続していると想定して取り扱うことになる。そのため，地盤が杭をすり抜ける効

果を考慮することはできず，杭と矢板が同様の構造物として表現される。そのため，近年

では，杭と地盤を別々にモデル化し，その間をばねつなぐモデル化の方法も多く行われて

いる。このモデルは，実務的にも使いやすい。例えば，Tamari et. al. (2018)28)や Hussien et. 

al.(2010)29)による杭－地盤相互作用ばね要素の算定の例を図  2-9 に示す。Tamari et. al. 

(2018)28) や Hussien et. al.(2010)29)は，杭を水平に輪切りにしたモデルを用いて，種々の条

件下における荷重～相対変位関係を求め，それらを統合して杭－地盤相互作用ばね要素の
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特性としている。  

 

図 2-7 杭と地盤の変形の模式図  

 

 
図 2-8 代表的な杭－地盤系のモデル化手法 23) 

 

 

UG 
U

P
 

F (慣性力) 

表層地盤 

基盤層 

地盤の変形 

杭の変形 

H 



14 

 

 

 

図 2-9 杭－地盤相互作用ばね要素の算定例（Tamari et al. (2018)28)） 
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2.3 杭基礎構造物の耐震設計と数値解析における杭のモデル化の課題  

 兵庫県南部地震以降，土木構造物の耐震設計では 2 段階の設計地震動の考え方や性能設

計の考え方が取り入れられるようになってきた。その際，地震後の状態を評価することが，

耐震性能の評価として重要視されてきた。 ISO2346:2005（Bases for design of structures – 

Seismic actions for designing geotechnical works）30)では地盤基礎構造物への地震作用を定め

る際の指針を示しており，2 段階の設計地震動の考え方等，性能設計の考え方を導入して

いる。このガイドラインでは，地震後の使用限界状態や終局限界状態を規定している。  

 また，国内では，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19 年）31)」が，いち早く，

性能設計の基本的な枠組みを示している。この枠組みでは，数値解析がレベル 2 地震動の

耐震設計を行うために必要である。例えば，レベル 2 地震動の矢板式護岸の耐震性能は，

数値解析などで求まる地震後の残留変位で規定されている。  

 このように港湾構造物の設計では，ケーソン式係船岸，矢板式係船岸や桟橋を対象に有

効応力解析による耐震性能照査が実務的に行われるようになってきた。矢板式係船岸や桟

橋においては，控え工や本体構造において杭が用いられており，それらの杭を対象として，

杭と地盤の相互作用を考慮した動的解析が行われている。  

 FLIP ROSE (Iai et al. (1992)32))，LIQCA (Oka et al. (1999)33))，GEOASIA (Noda et al. (2008)34))

のような有限要素法（FEM）は様々な構造物の耐震性能の評価に使われている。杭と地盤

の相互作用を適切に考慮するために，構造物の杭は動的解析において適切にモデル化され

なければならない。多くの杭基礎構造物の動的解析に関する研究は，杭軸直角方向のつり

あい力に焦点をあててきた。なぜならば，地震中の杭と地盤の動的な相互作用は杭と地盤

の水平方向の変位によるためである。代表的な例として，水平方向（杭軸直角方向）の杭

と地盤の相互作用をモデル化するために FEM において杭-地盤相互作用ばね要素が開発さ

れている(Tamari et al. (2018)28); Hussien et al. (2010)29))。この要素は，液状化地盤中の杭の

ように複雑な状況下で水平方向（杭軸直角方向）の動的な杭と地盤の相互作用を適切に考

慮することができる。  

 一方で，鉛直方向の杭と地盤の動的な相互作用は複雑であり，数値解析のモデル化であ

まり考慮されてこなかった。このため現在の耐震設計の実務的な解析モデルでは，はり要

素などの杭下端で地盤と杭の節点を共有していることが多い 35）。しかし，本来は，杭の鉛

直方向（杭軸方向）における杭と地盤の相互作用を適切にモデル化することが望ましい。  

 例えば，港湾構造物の設計でよく用いられる液状化による構造物被害予測プログラム

FLIP ROSE (Iai et al. (1992)32))では杭と地盤の相互作用を考慮することのできる杭－地盤相

互作用ばね要素を実装しており，この要素を用いることで，液状化時も含めた地盤と杭の

杭軸直角方向の動的相互作用を表現している。しかし，この杭－地盤相互作用ばね要素だ

けでは，杭の周面摩擦力の影響や杭先端の杭軸方向の挙動を正しく評価することができな

い。具体的な構造としては矢板式係船岸の控え組杭（斜杭）や控え杭の根入れは基盤まで
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届いていないこともあり，適切な周面摩擦力や杭の先端支持力のモデル化が構造物の挙動

を評価するうえで重要となる。  
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2.4 砂杭による地盤の耐震性能評価の課題  

 締固め砂杭工法（サンドコンパクションパイル工法（以下，「SCP 工法」という。））は，

我が国の代表的な液状化対策工法であり，過去の地震被害調査よりその有効性が実証され

ている。例えば，Yasuda et. al. (1996)36)は，1995 年の兵庫県南部地震において SCP 工法の

有効性について報告している。  

 SCP 工法 37)は，地盤内にケーシングを貫入させ，補給砂を投入し，それを拡径して砂杭

を造成し，杭間の地盤を締め固める工法である。砂杭を打設すると密度増加（締固め）と

同時に水平有効応力h’の増加による静止土圧係数 K0 が増加し（原田ら (1998)38） , 善ら

(2002)39)，原田ら(2014)40)），杭間における応力状態も変化すると考えられてきた。原田ら

(1998)39)は置換率と静止土圧係数 K0の関係を整理しており，試験データのバラツキは大き

いが，1 程度の静止土圧係数 K0を見込めるとしている。  

 一方，SCP 工法を精度良く設計するには，改良地盤の密度・応力状態の変化を適切に評

価してモデル化する必要がある。しかし，従来の実務設計では例えば図 2-10 のような関

係を用いて，N 値の増加のみを考慮して設計することが多かった。  

 近年でも SCP 工法のメカニズムの研究は行われている。Tsukamto et al. (2000)41)は，砂杭

圧入による杭間の体積圧縮について，負のダイレタンシーに着目し，静的締固め杭の検討

を行っている。また，山﨑ら(2002)42)は，Tsukamoto et. al. (2000)  41)と同様に繰返しせん断

効果を考慮した方法を導入し，圧入率設定のための新しい方法を提案している。また，森

鼻ら(2018)43)は，ケーソン式岸壁の遠心力模型実験を行い，SCP 工法による密度増加だけ

でなく，K0 増大の効果も確認できたとしている。三輪ら(2000)44)は，SCP 工法の改良効果

は[1]密度増加と[2]静止土圧係数 K0 の増加のそれぞれあるが，それぞれを適切にモデル化

することに課題があるとしている（図  2-11）。野津ら(2000)45)は，表  2-1，図 2-12 に示す

ような SCP 工法のモデル化を提案しており，[1]密度増加に加えて[2]静止土圧係数 K0の増

加を考慮すると，水平変位抑制効果が高まると報告している。  
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図 2-10 SCP 工法の設計の考え方 37) 

 
図 2-11 SCP 工法の改良効果のイメージ 44) 
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表 2-1 地盤改良のモデル化（野津ら（2000）45））  

 モデル化手法  概要  

(1) 均一物性モデル  砂杭と杭間地盤の個々の物性値と地盤改良仕様から，地

盤改良体の平均的な物性を設定するか，地盤改良体の平

均的な物性を設定するか，もしくは杭間地盤の物性のみ

で全体を代表し，マルチスプリングモデル要素等でモデ

ル化する方法。  

(2) 要素の貼合せモデル  砂杭の物性を持つ要素と，杭間地盤の物性を持つ要素の

2 枚を，前後に貼り合わせてモデル化する方法。  

(3) 縞模様状配置モデル  砂杭部分と杭間地盤部分を交互に縞模様に配置する方法

（詳細モデル）  

 

 

図 2-12 解析モデルの考え方（野津ら(2000)45）） 
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2.5 既往の研究を踏まえた本研究の位置付け  

 既往の研究を踏まえると，杭の先端支持力，周面摩擦力及び荷重変位関係は概ね確立さ

れていることがわかった。一方，杭と地盤の相互作用に関しては，1995 年兵庫県南部地震

以降，水平方向の杭と地盤の相互作用に関しては，多くの研究が行われているが，鉛直方

向の杭と地盤の相互作用のモデル化については課題が残っていることがわかった。特に近

年多く行われている有効応力解析を代表とする動的解析における杭の先端支持力や周面摩

擦力の検討が必要であるため，本研究における対象とした。  
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第3章 地盤の影響範囲を考慮した杭と地盤の杭軸方向相互作用のモ

デル化の提案 
 

3.1 解析コードの概要  

 本研究では，港湾構造物の設計でよく用いられる液状化による構造物被害予測プログラ

ム FLIP ROSE (Finite element analysis program of Liquefaction Process/ Response of Soil -

structure systems during Earthquake) (Iai et al. 1992)1)を用いた。FLIP ROSE は，1988 年に運

輸省 港湾技術研究所（現，国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港

技術研究所）において開発された有効応力解析プログラムである。FLIP ROSE では，土の

応力ひずみ関係に多重せん断機構モデル（マルチスプリングモデル）(Towhata and Ishihara 

(1985) 2))を，地盤のダイレタンシーモデルに過剰間隙水圧モデル (Iai et al. (1992)  1))を用い

ている。本研究では，非液状化地盤を取り扱うため，FLIP ROSE における多重せん断機構

モデルのみを用いることとし，地盤のダイレタンシー特性は考慮していない。  

多重せん断機構モデルは，図  3-1 に示すように任意方向のせん断面において仮想的な単

純せん断ばねが作用すると考えている。その際，仮想的な単純せん断ばねの特性は双曲線

モデルを適用している。なお，双曲線モデルに Masing 則を用いると，減衰定数は砂の室内

試験結果と著しく異なることが知られている。そこで，FLIP ROSE ではこれを修正し，履

歴ループの大きさを任意に調整可能なように Masing 則を拡張している。  

多重せん断機構モデルは，図  3-1 のように仮の座標軸を設定し，外力の横・縦座標が

{(σ’y-σ’x)/2、τxy}を表し、変位の横・縦座標が{(εx-εy)/2、γxy}を意味すると約束する。 

 各々のばねは次式の双曲線型の応力歪み曲線に従う。履歴法則は Masing 則に従う。  

 

                             （1）  

 

 ここに Fθ：θ方向に位置するばねの力  

    xθ：θ方向に位置するばねの変位  

    kt：初期バネ定数  

    Ff：強度  

 

 はじめにバネの変位は歪み成分と関係づけられる。  

 

                          （2）  

 

 

外力はばね力と釣り合うことより，  

𝐹𝜃 =
𝑘𝑡𝑥𝜃

1 + |𝑘𝑡𝑥𝜃 𝐹𝑓⁄ |
 

𝑥𝜃 = (𝑐𝑜𝑠𝜃 𝑠𝑖𝑛𝜃)(

𝜀𝑦 − 𝜀𝑥
2
𝛾𝑥𝑦

2

) 
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                         （3）  

 

 式（1）～（3）より応力歪みの挙動は予測することができる。  

 

 

 

 
図 3-1 多重せん断機構モデル  (Towhata and Ishihara (1985)2)) 

任意方向せん断面の双曲線モデル 

応力ベクトルＦに応じて 
歪ベクトルｕが発生 

双曲線型の 
仮想的なバネ 

固定条件 

𝜏𝑥𝑦 𝛾𝑥𝑦 2⁄  

(𝜎𝑦
′ − 𝜎𝑥

′) 2⁄  

(𝜀𝑦 − 𝜀𝑥) 2⁄  

𝐹 = {
(𝜎𝑦

′ − 𝜎𝑥
′) 2⁄

𝜏𝑥𝑦
} 

𝑢 = {
(𝜀𝑦 − 𝜀𝑥) 2⁄

𝛾𝑥𝑦 2⁄
} 

(
𝜎𝑦
′ − 𝜎𝑥

′

2
𝜏𝑥𝑦

) = ∫ (
𝑐𝑜𝑠𝜃
𝑠𝑖𝑛𝜃

) ∙ 𝐹𝜃𝑑𝜃
𝜋

−𝜋
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3.2 杭の先端支持力モデルのコーディング方法の検証方法（Validation）の提案 

3.2.1 はじめに 

 港湾構造物の設計では，ケーソン式係船岸，矢板式係船岸や桟橋を対象に有効応力解析

による耐震性能照査が実務的に行われるようになってきた 3),4)。例えば，液状化による構

造物被害予測プログラム FLIP ROSE1)は，港湾構造物の設計で多く用いられてきた。一方，

非線形地震応答解析を利用した設計や評価に関して，精度を保証する枠組みは示されてい

ない。  

 数値解析の品質の考え方には，検証（Verification）と妥当性確認（Validation）がある。

中村ら 5）は検証（Verification）と妥当性確認（Validation）の次のように定義している。つ

まり，検証（Verification）とは，「数値モデルがその基礎となる数理モデルを忠実に表現し，

かつ数値モデルの解をデジタル計算機の性能の範囲において導くことを確認するプロセス」

と定義している。また，妥当性確認（Validation）は，「解析モデルを含む解析手法が再現性，

予測性能から，対象とする実現象を満足できる幅で推測できることを確認するプロセス」

と定義している。しかし，検証（Verification）は非線形の問題では難しく，主として，妥当

性確認（Validation）が解析の品質保証の観点から行われてきた。例えば，有効応力解析プ

ログラム FLIP ROSE の妥当性確認（Validation）は，過去の多数の被災事例解析例えば 6）を実

施することで行われてきた。  

 一方，近年では，数値解析の検証（Verification）として，創成解を用いる検討が提唱され

てきている。堀 7)は創成解を以下のように定義している。（図 3-2）  

 連続体の数理問題では，変位を解析関数として設定すると，支配方程式を満たす物体

力を解析的に計算できる場合がある。この物体力を既知として数値計算を行い，「代入

した解析関数が復元されるか否か」を調べることで，解析手法の検証を行う。 

 変位に設定された解析関数は，この解析関数を使って計算された物体力に対する解と

なるため，“創成解”と呼ばれる。つまり，創成解は，物体力 b と境界条件 a に対する

変位 u の数理問題に対して，次の手順で計算が正しいことを確認する考え方である。  

 

 1. u を解析関数として，b と a を解析的に計算 

 2. b と a を使って数理問題を解析し，計算された u が設定された解析関数であること

を確認  

   𝑫[𝒖] = 𝒃  in V  （D：微分演算子）  

      𝒖 = 𝒂    on ∂𝑽 
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図 3-2 創成解の考え方 7）  

 

 また，堀 7)は数値創成解を以下と定義している。（図 3-3）  

 離散化された支配方程式に，離散化された変位を代入し，離散化された物体力を計算

する。この離散化された物体力を既知として数値解析を行い，「設定した離散化された

変位が復元されるか否か」を調べることで，解析手法の検証と行う。  

 変位と物体力に離散化された関数を使うため，“数値創成解”と呼ぶこととする。  

 

 

図 3-3 数値創成解の考え方 7）  

 

3.2.2 杭の支持力モデルのコーディング方法の検証方法（Verification）の提案 

 既往の二次元有限要素法では，図  3-4 に示すようにモデル化している（以下，「Model A」

という。）。この Model A は，現在，実務で多く使われている最もシンプルなモデルである。

Model A では，杭の水平支持力を杭－地盤相互作用ばね要素で，杭の周面摩擦力を非線形

ばね要素でモデル化している。杭の先端支持力に関しては，杭先端の節点と地盤の節点の

変位を同一としており，杭先端と共有された地盤節点の変位に伴う地盤からの反力が杭の

先端支持力となる。  

 本節では既往の杭先端のモデル（Model A）を対象に，数値創成解の考え方を用いた杭の

先端支持力の検証方法（Verification）を提案する。つまり，杭の先端支持力の検証方法

（Verification）は，図  3-5 に示すように杭頭に変位として載荷する場合と荷重として載荷

する場合の解析を実施して，両者の荷重変位曲線の比較を行い，両者が実施したことをも

𝒖𝑎𝑛𝑎𝑙𝑦𝑡𝑖𝑐𝑎𝑙 𝒃𝑎𝑛𝑎𝑙𝑦𝑡𝑖𝑐𝑎𝑙   𝒂𝑎𝑛𝑎𝑙𝑦𝑡𝑖𝑐𝑎𝑙   

𝒖𝑑𝑖𝑠𝑐𝑟𝑒𝑡𝑖𝑧𝑒d 𝒃discretized   𝒂𝑑𝑖𝑠𝑐𝑟𝑒𝑡𝑖𝑧𝑒𝑑   

discretization 

Method of Manufactured Solutions（創成解） 

  

𝒖𝑎𝑛𝑎𝑙𝑦𝑡𝑖𝑐𝑎𝑙 

𝒃𝑑𝑖𝑠𝑐𝑟𝑒𝑡𝑖𝑧𝑒𝑑   

𝒖𝑑𝑖𝑠𝑐𝑟𝑒𝑡𝑖𝑧𝑒d 

numerical computation of Ddiscretized 

numerical computation of D
discretized-1

 

comparison 

Method of Numerically Manufactured Solutions（数値創成解） 

  

comparison 
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って検証できたと考える。  

 

 
図 3-4 二次元有限要素法における既往の杭と地盤の相互作用のモデル化（Model A）  

 

 
図 3-5 本研究における考え方  

 

3.2.3 提案方法の検証 

 はじめに，既往の杭先端のモデル（Model A）を用いて排水条件における杭の押込み試験

を対象に解析を行い，問題点を抽出した。そして，問題点を改善するための解析的な対策

を行った杭の押込み試験及び杭の繰返し試験を対象とする事例解析を実施し，杭の先端支

持力の検証（Verification）を示した。  

地盤は FLIP ROSE1)のマルチスプリング要素 1),2)を用いてモデル化し，杭は線形はり要素

でモデル化した。また，境界条件は側方を鉛直ローラー，底面を固定境界とした。地下水

位は地表面に設定した。要素分割図を図 3-6 に示す。地盤の物性値は N 値に基づき，簡易

設定法（改訂版）3)から設定した。地盤の物性値を表 3-1 に，杭の物性値を表  3-2 に示す。  

 

 

Pile (Beam elements)

Pile-Soil 
interaction 
spring elements

Ground( Nonlinear
plane strain 
elements)

Nodal points are shared.

杭頭変位𝒖変位制御  

𝒃地盤内応力   𝒂杭反力  

杭頭変位𝒖応力制御  

 

numerical computation of Ddiscretized 

numerical computation of D
discretized-1

 

comparison 

Method of Numerically Manufactured Solutions（数値創成解） 

  



 

30 

 

 

図 3-6 要素分割図 

 

表 3-1 地盤の物性値  

Characteristics 上層 下層 

相対密度 Dr (%) 60 90 

質量密度  (t/m3) 1.93 1.99 

ポアソン比 ν 0.33 0.33 

初期せん断剛性 Gma (kPa) 8.97×104 1.51×105 

体積弾性係数 Kma (kPa) 2.34×105 3.94×105 

基準平均有効応力 ’ma (kPa) 98.0 98.0 

拘束圧依存係数 mG, mK 0.5 0.5 

粘着力 C (kPa) 0.0 0.0 

内部摩擦角  (degrees) 39.86 42.05 

 

表 3-2 杭の物性値 

杭径 (m) 1.0 

杭の厚さ (m) 0.012 

ヤング係数 (kPa) 7.7×107 

ポアソン比 0.3 

断面積 (m2) 3.41×10-2 

(断面二次モーメント 
(m4))* (4.15×10-3)* 

*本解析の条件では曲げは作用せず，結果に影響しない。 

 

Pile 

Upper layer 

Lower layer 

18m 

6.12m 

2.88m 
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3.2.4 排水条件における杭の押込み試験のシミュレーション  

 排水条件における杭の押込み試験のシミュレーションを行った。その際，杭頭への載荷

方法は，強制変位による載荷と強制荷重による載荷の 2 通り実施した。  

 解析による杭の荷重変位関係を図 3-7 に示す。強制変位と強制荷重による杭の荷重変位

関係は一致しなかった。また，数値計算の収束状況を示す不平衡ベクトルでは，強制荷重

の収束性が悪いことがわかる。なお，図 3-8 のプロットは各要素の挙動の着目 STEP を示

す。  

 図 3-9 に強制変位の杭頭変位が 0.05ｍにおける変形図と地盤の鉛直応力分布を示す。杭

先端では局所的な変形が生じているため，杭先端付近に応力がゼロとなっている要素があ

る。杭先端付近の 4 要素（Element A, B, C, D）に着目し，図  3-8 における着目 STEP にお

ける比較を行った。強制変位の場合の各要素の挙動を図  3-10～図 3-12 に，強制荷重の場

合を図  3-13～図 3-15 に示す。ここで着目すべきは，Element A が負担する軸差応力がピー

クより小さくなる現象（ひずみ軟化）である。これは，Element C の平均有効応力がゼロに

なった後（グラフの×印の後）に生じていることがわかる。つまり，強制変位と強制荷重の

荷重変位関係の違いは，Element C に引張破壊が生じた後に生じていることがわかる。引張

破壊が生じると，近隣の要素が負担する応力が減少すると同時に，Element C の応力-ひず

み関係が示すように応力ゼロで任意のひずみの値をとることができる。本解析事例（図 

3-16）のように，何らかの要因によって応力ひずみ関係がひずみ軟化の傾向を示す場合，

強制荷重では 2 つの解をとることができ解の唯一性が担保されてない。このため，解析コ

ードの検証は困難である。  
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図 3-7 解析結果 

 

 
図 3-8 杭の荷重変位関係における着目 STEP 
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図 3-9 強制変位による解析結果（杭頭変位 0.05 mにおける分布図） 
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図 3-10 強制変位の場合の各要素の有効応力経路 
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図 3-11 強制変位の場合の各要素の軸差応力(σx-σy)～ひずみ(εx-εy)関係 
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図 3-12 強制変位の場合の各要素のせん断応力 τxy～せん断ひずみ γxy関係 
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図 3-13 強制荷重の場合の各要素の有効応力経路 
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図 3-14 強制荷重の場合の各要素の軸差応力(σx-σy)～ひずみ(εx-εy)関係 
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図 3-15 強制荷重の場合の各要素のせん断応力 τxy～せん断ひずみ γxy関係 
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図 3-16 解の唯一性の模式図 
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3.2.5 排水条件下で杭先端に拘束条件を与えた載荷  

 3.2.4 節に示した解析では，地盤要素の一部に引張応力（応力がゼロとなる要素）が生じ，

要素レベルで挙動が不安定化した。このため，杭頭からの強制変位による解析と強制荷重

による荷重で結果は一致せず，検証が困難な事例であった。そこで，数値創成解で検証可

能な事例を検討するため，杭先端の節点に多点拘束（XY 方向の変位を同じとする。）の条

件を設けた解析を実施した。  

 

(1) 杭先端に多点拘束を用いた解析（その１）  

 本検討では，杭先端の節点に多点拘束（XY 方向の変位を同じとする）を設けた。解析モ

デル及び解析結果を図 3-17，図  3-18 に示す。その結果，杭頭からの強制変位による解析

と強制荷重による解析を行ったところ，両者の荷重変位関係は一致した。また，数値解析

の収束性も検証困難な事例より良い結果となった。ただし，ここで多点拘束は変位の拘束

条件であるため，強制荷重による解析時に変位の拘束条件を与えることとなり，数値創成

解の考え方にはあっていない。  

 

(2) 杭先端に多点拘束を用いた解析（その２）  

 杭先端付近の地盤要素の挙動を安定化させるために，杭先端の節点に多点拘束（XY 方向

の変位を同じとする）を設けた。その際，前節の問題点を改善するため，杭頭から強制変

位による解析では杭先端を変位で拘束し，強制荷重による解析では杭先端の節点に節点力

（荷重）を与えて多点拘束を模擬した。なお，この時の節点力は強制変位による解析にお

いて求めた節点力である。解析モデル及び解析結果を図 3-19，図 3-20 に示す。その結果，

両者の荷重変位関係は一致し，両者の収束性も良い結果であった。  

 

(3) 杭先端に多点拘束を用いた解析（その３）  

 本節では，杭の押込み試験のシミュレーションを利用して，繰返し載荷を杭頭荷重を強

制変位と強制荷重の 2 パターンで行った。また，繰返し載荷パターンも 2 通り（パターン

A，パターン B）実施した。パターン A は，載荷後，変位 0.02ｍまで除荷し再載荷したパ

ターンであり，パターン B は，載荷後，変位 0.0ｍまで除荷し再載荷したパターンである。

解析結果を図 3-21 に示す。パターン A, B ともに強制変位と強制荷重の荷重変位関係は一

致した。  
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図 3-17  多点拘束を用いた解析の安定化（その１） 

 

 

 

図 3-18 多点拘束を用いた解析の安定化（その１） 
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図 3-19 多点拘束を用いた解析の安定化（その２） 

 

 

図 3-20 多点拘束を用いた解析の安定化（その２） 
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         (a) パターン A                        (b) パターン B 

図 3-21 多点拘束を用いた解析の安定化（その３） 
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3.2.6 まとめ 

本節では，二次元有効応力解析 FLIP ROSEを用いた杭の押込み試験の数値解析を行い，堀 7)

が提唱する数値創成解の考え方を用いて，既往の杭先端のモデル（Model A）を用いて，杭の先

端支持力の検証方法（Verification） の提案を行った。得られた結論を以下に示す。 

(1) 本研究では，杭の先端支持力の問題について，堀 7)が提唱する数値創成解の考え方を用い

た検証（Verification）の手法を提案した。つまり，杭頭への載荷を強制変位で行った場合

と強制荷重で行った場合の二通りの解析を実施し，両者の荷重変位関係が一致するかで検

証（Verification）の有無を判断することを提案した。 

(2) 杭頭に荷重を単調載荷して，杭先端から地盤に集中荷重として力が伝達される場合，強制

変位と強制荷重の両者の荷重変位関係は一致しなかった。この理由は，杭先端では局所的

な変形が生じて，杭先端付近に応力がゼロとなっている要素が生じたためである。つまり，

引張応力が生じて要素の応力がゼロになると，要素に発生するひずみは任意の値をとりう

る状態となり，解の唯一性が担保されない。よって，本ケースは検証困難な事例と考えて

いる。 

(3) また，杭先端の周辺地盤に対して多点拘束（特定の節点の動きを同じにする変位による拘

束条件）を用いて引張応力が生じないように要素レベルの挙動を安定化させれば，強制変

位と強制荷重の荷重変位関係は一致した。強制変位による解析に変位拘束を与えた場合と

強制荷重による解析に節点力による拘束を与えた場合で杭の荷重-変位関係が一致し，数値

創成解による方法で同様の検証を実施することができた。 

(4) 動的解析を想定して，杭頭に荷重を繰返し載荷する解析も実施し，強制変位と強制荷重の

荷重変位関係は一致した。 

(5) 本事例のように既往の杭先端のモデル（Model A）では，杭先端の周辺地盤に対して多点拘

束を用いて地盤要素の挙動を安定させれば，検証（Verification）を実施することができる

と考えている。 
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3.3 杭と地盤の杭軸方向相互作用の二次元モデルの提案 
 

3.3.1 はじめに 

 二次元有限要素法（FEM）による動的解析は，杭基礎構造物，矢板式係船岸やケーソン式係

船岸などの様々な施設の耐震性能照査に広く使われてきた（(建築基礎構造設計指針（2001）8), 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（2007)9））。動的解析では，杭基礎構造物をモデル化する際，

杭と地盤の相互作用を適切に考慮した解析を行わなければならない。 

 杭の支持力には，水平支持力，周面摩擦力，先端支持力の 3種類がある。ここで，杭の水平

支持力は，杭と地盤の相互作用に着目したモデル化が提案されている（Hussien et al. (2010)10）, 

Fatahi et al. (2014)11), Tamari et al. (2018)12)）。また，杭の周面摩擦力はジョイント要素や非線形

ばね要素を用いたモデル化が行われている。（建築基礎構造設計指針（2001）8），Barr et al. 

(2013)13)）。一方，杭の先端支持力のメカニズムは複雑であり，数値解析のモデル化であまり議

論されてこなかった。このため，現在，実務では，杭の先端支持力は，杭先端の節点と地盤の

節点を同一の変位となるようにモデル化されていることが多い。しかしながら，この方法は，

地盤要素のメッシュサイズ，非排水条件下の間隙水の考慮の有無，地盤の奥行き方向の幅やひ

ずみの局所化の影響などの様々な問題を含んでいる。 

 理論的研究として，Yasufuku and Hyde (1995) 14)は，空洞拡張理論を基にした杭の先端支持力

のモデル化を提案している。また，同じ理論を基にして，Yang (2006)15)は杭の先端支持力に関

する影響範囲を算定している。これらの知見は，二次元解析における杭先端のモデル化に適切

に反映されるべきである。 

 そこで，本研究では，地盤要素のメッシュサイズの影響やひずみの局所化の影響を避けるた

めに，杭先端支持力の影響範囲を考慮した新しいモデル化を提案する。はじめに，杭の先端支

持力を二次元有限要素法で評価するためのモデル化について述べる。そして，先端支持力の値

に影響を及ぼす「杭先端の地盤変形の影響範囲」を三次元有限要素法によって算定し，「杭先端

の地盤変形の影響範囲」を考慮したモデル化を提案する。また，提案手法の有効性を確認する

ために，杭基礎の荷重-沈下関係についての二次元有限要素解析を行った。 
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3.3.2 既往の杭先端のモデル化 

(1) 既往のモデル（Model A）と改良モデル（Model B） 

 既往の二次元有限要素法では，図 3-22(a)に示すように杭と地盤の相互作用をモデル化して

いる（以下，「Model A」という。）。この Model Aは，現在，実務で多く使われている最もシン

プルなモデルである。Model Aでは，杭の水平支持力を杭－地盤相互作用ばね要素で，杭の周

面摩擦力を非線形ばね要素でモデル化している。杭の先端支持力に関しては，杭先端の節点と

地盤の節点の変位を同一としており，杭先端と共有された地盤節点の変位に伴う地盤からの反

力が杭の先端支持力となる。しかし，この方法では，杭先端におけるひずみの局所化等を通じ

て，様々な問題を引き起こしている。 

 Model Aの問題点を改善したモデル化を図 3-22(b)に示す（以下，「Model B」という。）。杭の

先端支持力は，杭先端の節点と地盤の節点を直列につないだ非線形ばね要素によってモデル化

している。非線形ばね要素の特性は，前述の Hirayama(1990)16)による双曲線関係を用いている。

しかし，Model Bでは，杭先端の非線形ばね要素の地盤側節点も動くため，非線形ばね要素の

変位と非線形ばね要素の地盤側節点の変位が生じてしまい，杭先端の変位をダブルカウントす

る課題が残ってしまう。 
 

 
(a) Model A                   (b) Model B 

図 3-22 二次元有限要素法における杭と地盤の相互作用のモデル化 
 

(2) 既往のモデル化手法の問題点 

 本研究では，港湾構造物の設計でよく用いられる液状化による被害予測プログラム FLIP (Iai 

et al. 1992)1)を用いて，杭の押込み試験のシミュレーションを対象により既往のモデル化手法の

問題点を示す。特に本研究では，[1]メッシュサイズの影響及び[2]地盤の奥行き方向幅をパラメ

ータとして，杭先端のモデル化の適用性の検討を行う。[1]メッシュサイズの影響は図 3-23 に
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示すように異なる地盤要素のメッシュサイズ（4ケース（1辺の長さ：0.1, 0.25, 0.5, 0.8 m））で

検討と行う。また，[2]地盤の奥行き方向幅は，図 3-24 に示すように二次元解析における地盤

の奥行き方向幅（Antiplane width：0.1, 0.25, 0.5, 0.8 m）の検討を行うものである。なお，地盤

の奥行き方向幅は図 3-25 のように杭の設置間隔や杭 1 本あたりの分担幅にすることが多い。

また，ここで述べる二次元解析における地盤の奥行き方向幅とは，FEMにおける運動方程式の

組み立てにおいて，要素接線剛性行列，要素質量行列及び要素力ベクトルに乗じるものである。

つまり地盤の奥行き方向幅（Antiplane width）が大きいほど，地盤の剛性を大きく評価すること

になる。 

二次元解析の対象とする解析モデルを図 3-23 に示す。地盤は上層と下層の 2 層構成として

おり，上層の相対密度は 40%，下層の相対密度は 90%とした。表 3-3，表 3-4に地盤と杭の物

性値を示す。また，Model Bにおける杭先端の非線形ばね要素の物性値を表 3-5に示す。解析

は完全排水条件で，杭頭へ強制変位を与えて杭の押込み試験を表現した。地盤は二次元のマル

チスプリングモデル要素(Towhata and Ishihara 1985)2)を用いて，杭は線形はり要素でモデル化し

た。 

 側面の境界条件は鉛直ローラーとし，底面の境界条件は固定境界としたなお，本研究では杭

の先端支持力に着目するため，杭の周面摩擦力は考慮していない。 

 メッシュサイズの違いによる杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係の解析結果を図 3-26 に示す。

なお，地盤の奥行き方向幅は 1.0 mとしている。図 3-26(a)は Model Aにおける地盤要素のメッ

シュサイズの影響を示したものである。目標値は Model Bの杭先端における非線形ばね要素の

荷重変位曲線であり，極限支持力 qultは，杭先端変位が 10%の時の荷重から算定したものとな

る。地盤要素のメッシュサイズが 0.5mもしくは 0.8mの場合，杭の先端抵抗力は目標値より大

きくなるものの，メッシュサイズが 0.1m もしくは 0.25m の場合，杭の先端抵抗力は目標値よ

り小さくなる。これは杭先端における小さなメッシュサイズの地盤要素への変形の集中（図 

3-28，ひずみの局所化）が起こったためである。結果として，Model A における杭の先端抵抗

力はメッシュサイズに依存していることがわかった。 

 メッシュサイズに関する既往の研究として，小林 (1988)17)は，メッシュサイズが小さくなる

と，鉛直支持力は小さくなると報告している。また，若井 (1995)18)も，同様に，メッシュサイ

ズが小さくなると，水平支持力は低下すると報告している。本研究の結果はこれらの結果と合

致している。図 3-26(b)は，Model Bにおける地盤要素のメッシュサイズの影響を示す。目標値

は Model Aと同一である。Model Bでは，メッシュサイズがある程度大きな時でも，杭の先端

抵抗力は目標値より小さくなった。この要因は，杭先端における地盤の変位がダブルカウント

されている影響のためと考えられる。すなわち，非線形ばね要素の動き（図 3-22(b)の点 aと点

b間の仮想的な変位）と地盤の節点の動き（図 3-22(b)の点 bの動き）の両者が杭の沈下量とし

て合算されるためである。つまり，図 3-22(b)で定義する非線形ばね要素の地盤側の節点 b が

固定されていれば，解析は目標値と一致する。もし，点 bが固定されていなければ，杭の沈下
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は点 b が動くことによって過大評価される。また，メッシュサイズが小さくなると，Model A

と同様にひずみの局所化により杭の先端抵抗力を過小評価している。 

一般的に，有限要素法の誤差は，メッシュサイズを小さくすることによって低減することが

できる。これによれば，メッシュサイズが小さい解析は目標値と一致するべきである。しかし

ながら，Model Bでは，大きなメッシュサイズ（0.8m）の解析結果が目標値により近い値とな

ることがわかった。メッシュサイズがある一定の大きさになると，ひずみの局所化の効果を減

らすことができる。 

 地盤の奥行き方向幅(Antiplane width)の違いによる杭の先端抵抗力と杭頭変位の解析結果を

図 3-27に示す。なお，メッシュサイズは 0.5 mとしている。図 3-27(a)は Model Aにおける地

盤の奥行き方向幅の影響を示したものである。地盤の奥行き方向幅が 3 mと 6 mの場合，杭の

先端抵抗力は目標値より大きくなる。一方，地盤の奥行き方向幅が 0.5 mの場合，杭の先端抵

抗力は目標値より小さくなる。地盤の奥行き方向幅が大きくなることは，地盤の剛性を大きく

評価することとなり，杭の押込み力に対する地盤の抵抗力が大きく評価される。よって，地盤

の奥行き方向幅が多くなれば（地盤の剛性が大きくなれば），Model Bにおける杭先端の変位の

ダブルカウントの影響（非線形ばね要素の動き（図 3-22(b)の点 a と点 b 間の仮想的な変位）

と地盤の節点の動き（図 3-22(b)の点 bの動き））が小さくなるため，杭の先端抵抗力は目標値

と同程度になる。一方，地盤の奥行き方向幅が 0.5m，1.0m と小さい場合には，杭先端の変位

のダブルカウントの影響が大きく，杭の先端抵抗力は目標値より小さくなる。地盤の奥行き方

向幅は杭の設置間隔にすることが多い。例えば，矢板式係船岸の控え杭の設置間隔は 1～2m程

度であり，Model Bでも地盤の奥行き方向幅の影響が大きいといえる。 
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(a) メッシュサイズ 0.1 m 

 
(b) メッシュサイズ 0.25 m 

 
(c) メッシュサイズ 0.5 m 

 
(d) メッシュサイズ 1.0 m 
図 3-23 二次元解析モデル 
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図 3-24 二次元解析における[1]メッシュサイズと[2]地盤の奥行き方向幅の概念図 

* 地盤の奥行き方向幅は，二次元解析の運動方程式の組み立てにおいて，要素接線剛性行列，要素質量行列及

び要素力ベクトルに乗じられる。 

 

 
図 3-25 二次元解析における奥行き方向幅の取り方の一例 
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表 3-3 地盤の物性値 

Characteristics 上層 下層 

相対密度 Dr (%) 60 90 

湿潤密度  (t/m3) 1.93 1.99 

せん断弾性係数 Gma (kPa) *1 8.97 × 104 1.51 × 105 

体積弾性係数 Kma (kPa) *1 2.34 × 105 3.94 × 105 

基準化拘束圧’ma (kPa) *1 98.0 98.0 

mG, mK *2 0.5 0.5 

内部摩擦角  (°) 39.86 42.05 

     *1 Gma と Kma は基準化拘束圧’ma におけるせん断弾性係数及び体積弾性係数と示す。 
     *2 任意の有効拘束圧’mにおけるせん断弾性係数 G と体積弾性係数 K は次の式で表される。 
        𝐺 = 𝐺𝑚𝑎(𝜎𝑚

′ 𝜎𝑚𝑎
′⁄ )𝑚𝐺, 𝐾 = 𝐾𝑚𝑎(𝜎𝑚

′ 𝜎𝑚𝑎
′⁄ )𝑚𝐾 

 
表 3-4 杭の物性値 

Characteristics  

直径 (m) 0.48 

厚さ (m) 0.032 

弾性係数 (kPa) 1.05 × 109 

ポアソン比 0.35 

断面積 (m2) 0.045 

 

表 3-5 非線形ばね要素の物性値 

Characteristics  

q0.1 (kN/m2) 2625 

ae (m/(kN/m2)) 1.31 × 10−5 

be (1/(kN/m2)) 1.09 × 10−4 

qult (kN/m2) 9178 

断面積 A (m2) 0.181 

qult A (kN) 1661 
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(a) Model A                   (b) Model B 

図 3-26 地盤の奥行き方向幅 1mにおける 

杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係（メッシュサイズの影響） 

 

 
(a) Model A                   (b) Model B 

図 3-27 メッシュサイズ 0.5mにおける 

杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係（地盤の奥行き方向幅の影響） 
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図 3-28 メッシュサイズ 0.1mの最大せん断ひずみγmax分布（地盤の奥行き方向幅 1m） 
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3.3.3 杭先端のモデル化の提案 

(1) 杭先端の挙動の目標 

 Hirayama (1990)16)は，図 3-29 や式(1)に示すように，杭先端における先端抵抗力と杭先端の

関係に双曲線関係を用いることを提案している。また，双曲線関係を用いた杭の荷重変位関係

は，原位置載荷試験結果とも一致していると報告している。双曲線関係は 2 変数で近似できる

ために，実務的に扱いが容易である。それゆえ，本研究では，杭先端における先端抵抗力と杭

先端変位の関係に双曲線関係を用いた非線形ばね要素を用いることができると仮定し，その関

係を再現できることを目標とする。 
 

 

(1) 

 

(2) 

 ここで，zref,e は基準変位，Deは杭径，qult は杭先端抵抗の極限値を表す。式(2)中の基準変位

zref,e は( 0.25De (m))としている。「zref,e = 0.25De」は，Hirayama が BCP committee(1971)19)の砂質

土に対する載荷試験結果から求めたものでる。基準変位 zref,eの値を変えることで双曲線関係を

2 変数で表すことができる。 
 

 
図 3-29 杭の先端抵抗力と杭先端変位の関係(Hirayama 1990)16) 

 

 杭の鉛直載荷試験では，杭の先端抵抗力の極限値 qultまで杭頭を載荷することは困難である。

そこで，杭径の 10％沈下した時（ze =0.1De）に着目することとした。なお，日本国内では，杭

の先端支持力を杭径の 10%の変位が生じる時の荷重と定義することが多い。そのため，式(1)に，

 

 

 

 
 

 

𝑞𝑞 =
𝑧𝑧𝑒𝑒

𝑎𝑎𝑒𝑒 + 𝑏𝑏𝑒𝑒𝑧𝑧𝑒𝑒
 

𝑏𝑏𝑒𝑒 =
1
𝑞𝑞𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢

 𝑎𝑎𝑒𝑒 =
𝑧𝑧𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑒𝑒

𝑞𝑞𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢
=

0.25𝐷𝐷𝑒𝑒
𝑞𝑞𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢𝑢
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ze = 0.1De (m)を代入すると，式(3)に書き換えられる。 

 

(3) 

 式(2)と式(3)を使うことによって，式(4)が得られる。 

 
(4) 

 式(2)と式(4)から aeと beが得られる。 

 

(5) 

 結果として，杭径(De)と杭径の 10％沈下した時（ze =0.1De）の杭の先端抵抗力 q0.1から杭先

端の荷重変位関係を得ることができる。なお，新しく開発された杭についても，将来的には本

モデルを適用することができると考えられる。 

 

 

𝑞0.1 =
0.1𝐷𝑒

𝑎𝑒 + 𝑏𝑒 ∙ 0.1𝐷𝑒
 

𝑞0.1 = 0.286𝑞𝑢𝑙𝑡 

𝑏𝑒 =
0.286

𝑞0.1
 𝑎𝑒 =

0.0715𝐷𝑒
𝑞0.1
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(2) 杭先端のモデル化の提案（Model C） 

前節で議論したように，既往の杭先端のモデル化である Model Aと Model Bには様々な問題

を含んでいることがわかった。Model Bは杭先端と地盤を直列に非線形ばね要素で結んでおり，

杭の沈下のシミュレーションにとっては，現在最も進歩的な方法である。しかしながら，この

モデルは地盤の変形をダブルカウントする問題があった。この問題を避けるため，本研究では

新しいモデル（以下，「Model C」という。）を提案する。Model Cは，杭の先端支持力の影響範

囲内の地盤の節点を同じ変位になるような拘束条件を課すものである。Model C を図 3-30 に

示す。杭の先端支持力の影響範囲は空洞拡張理論の考え方を応用したものである。空洞拡張理

論では，杭先端付近が圧縮力によって破壊するときのモードとして，図 3-31 に示すように杭

先端部付近の球状の剛性域の外側に塑性域が形成され，その外側の弾性域と釣り合うとすうこ

とを想定している。杭の先端支持力の影響範囲は，空洞拡張理論における塑性域を FEM にお

けるブロックとして考えて，その外側の要素と力のやりとりすることを考慮したものである。 

表 3-6は，杭と地盤の相互作用のモデル化（Model A, Model B, Model C）の特徴を比較した

ものである。なお，Model Aから Model Cの全てにおいて，周面摩擦の影響も同時に考慮する

ことができる。しかし，本研究では問題を単純化するため，周面摩擦力の影響は無視すること

とした。Model Cは，メッシュサイズの影響や沈下の過大評価を避けることができるため，最

も良い方法である。しかし，Model Cでは，杭の先端支持力の影響範囲を適切に設定する必要

がある。 
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図 3-30 提案モデル（Model C）  

 

 
 

図 3-31 空洞拡張理論の考え方  

 

塑性域  
弾性域  
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表 3-6 杭と地盤の相互作用のモデル化の特徴  

 Model A Model B New model C 

特徴  杭先端における杭と地盤は

同じ変位となる。  

 

杭の先端抵抗力は非線形ば

ね要素を用いてモデル化さ

れる。  

杭の先端抵抗力は非線形ば

ね要素を用いてモデル化さ

れている。ただし，杭の先端

支持力の影響範囲内の地盤

の節点は同一の変位となる

拘束を設けている。  

杭の先端抵抗力  杭の先端抵抗力は目標値と

は一致しない。  

杭の先端抵抗力は，メッシュ

サイズが十分に大きい場合，

目標値に一致する。  

杭の先端抵抗力は目標値に

一致する。  
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3.3.4 まとめ 

本節では，杭と地盤の杭軸方向相互作用の二次元モデルについて，既往のモデルの問題

点を明らかにし，新しいモデルを提案した。得られた結論を以下に示す。  

(1) 杭と地盤の杭軸方向相互作用に関する既往のモデル（Model A）は，杭先端の節点と地

盤の節点の変位を同一としており，杭先端と共有された地盤節点の変位に伴う地盤か

らの反力が杭の先端支持力となる。地盤要素の[1]メッシュサイズの影響及び[2]地盤の

奥行き方向幅をパラメータとして，杭の押込み試験のシミュレーションを実施したと

ころ，杭の先端抵抗力は[1]メッシュサイズや[2]地盤の奥行き方向幅に依存することが

わかった。  

(2) 次に，既往モデル（Model A）を改良したモデル（Model B）について検討した。改良

モデル（Model B）は，杭先端の節点と地盤の節点を直列につないだ非線形ばね要素で

モデル化している。既往モデル（Model A）と同様に，[1]メッシュサイズの影響及び[2]

地盤の奥行き方向幅をパラメータとして，杭の押込み試験のシミュレーションを実施

したところ，杭の先端抵抗力は[1]メッシュサイズの影響及び[2]地盤の奥行き方向幅に

依存することがわかった。この要因として，改良モデル（Model B）では，杭先端の非

線形ばね要素の地盤側節点も動くため，非線形ばね要素の変位と非線形ばね要素の地

盤側節点の変位が生じてしまい，杭先端の変位をダブルカウントしてしまうためであ

る。  

(3) 本節では，3.2 節や本節で検討した既往モデル（Model A）と改良モデル（Model B）の

問題点を解決するために新たなモデル（Model C）を提案した。提案モデル（Model C）

は，杭先端の節点と地盤の節点を直列につないだ非線形ばね要素を設け，さらに杭の

先端支持力の影響範囲（地盤側節点周辺）がブロックとして動くようにモデル化とし

ている。なお，本研究で用いている杭の先端支持力の影響範囲は，空洞拡張理論にお

ける塑性域を FEM におけるブロックとして考えて，その外側の要素と力のやりとりす

ることを想定したものである。  
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3.4 三次元有限要素法による杭先端の地盤変形の影響範囲の評価  

3.4.1 杭先端抵抗力に関する三次元有限要素法  

 本研究では，杭の先端周辺の地盤変形に関する影響範囲を算定するために三次元有限要

素法を行った。三次元有限要素法は(高さ 12 m，幅 18 m, 奥行き 6 m)のモデルを用いた。

解析モデルは，図  3-32 に示すように計算時間の節約のため 1/4 モデルを用いた。杭の押込

みは，杭頭における強制変位で表現した。x, y, z 軸はそれぞれ奥行き，幅，高さを表して

いる。地盤モデルは飽和砂の 2 層で構成されている（上層の相対密度  Dr = 60%; 下層の相

対密度 Dr = 45, 60, 90%)。解析コードは，液状化による構造物被害予測プログラム FLIP (3D) 

Ver 1.6.2 (Iai 1993)20）を用いて実施した。解析は，完全排水条件で実施した。地盤の物性値

を表 3-7 に示す。杭の物性値は表  3-4 に示すとおりである。  

 地盤には，Mohr-Coulomb の破壊基準に基づく三次元のマルチスプリングモデル要素を

用いている。このマルチスプリングモデル要素では，任意のせん断方向の応力ひずみ関係

は，双曲線関係(Towhata and Ishihara (1985)2))でモデル化している。また杭にはシェル要素

を用いた。  

 杭先端における杭と地盤の節点は z 方向に同じ変位とした。解析モデルの側方の境界条

件は鉛直ローラー（xz 平面，yz 平面）とした。一方，底面は固定境界とした。1/4 モデル

の対称面上（y = 0）は，y 方向の変位と x 軸周り，y 軸周りの回転変位を固定，同じく対称

面上（x = 0）は，x 方向の変位と y 軸周り，z 軸周りの回転変位を固定とした。メッシュ作

成上，杭と地盤間にはジョイント要素を設けているが，杭の先端支持力に着目するため，

杭の周面摩擦力はゼロとした。よって，杭頭と杭先端における鉛直支持力は同じとなる。  

 

3.4.2 杭先端周辺のせん断ひずみ  

 Case 3 (lower layer Dr = 90%)における杭頭と杭の先端抵抗力の関係を図 3-33 に示す。杭

の先端抵抗力が内部摩擦角の増加とともに大きくなっていることがわかる。また，Case 3 

(Lower layer Dr = 90%)における最大せん断ひずみの分布（杭頭の変位量が杭径の 1，5，10%

の時）を図  3-34 に示す。応力やせん断ひずみが大きい領域は応力球根の形状を示してい

る。このケースにおいて，応力やひずみの大きな領域は，水平方向や鉛直方向に杭径の約

2，3 倍の範囲を示している。また，全ケースの三次元解析を表 3-8～表 3-13 に示す。本

研究では，杭の先端支持力の影響範囲を，三次元解析における杭頭の変位が杭径の 10%時

にせん断ひずみが大きい領域（最大せん断ひずみ γmax ＝ 0.01）とした。また，Yang (2006)15)

は，空洞拡張理論を基にして，図  3-35 に示すような杭の先端支持力の影響範囲（図  3-35

の IFD）を示している。  

 三次元解析における杭先端より下方の影響範囲を図 3-36 に示す。実線は Yang (2006)15)

によって提案されている影響範囲（図 3-35 の IFD）を示している。本三次元解析による杭

の先端支持力の影響範囲は，おおよそ Yang (2006)  15)の方法と同程度である。また，杭先端
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から側方の影響範囲を図 3-37 に示す。  

 

3.4.3 杭先端の地盤変形の影響範囲の評価  

 前述の三次元解析による数値実験によれば，杭先端の地盤変形の影響範囲は，杭先端か

ら下方に杭径の 2.5倍程度，側方に杭径の 1.2倍程度の範囲を考慮すれば良さそうである。

また，この範囲は Yang (2006) 15)の方法と同程度であった。  
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表 3-7 地盤の物性値  

Characteristics 下層 Case 1 下層 Case 2 下層 Case 3 

相対密度  Dr (%) 45 60 90 

質量密度   (t/m3) 1.99 1.99 1.99 

せん断弾性係数  Gma (kPa) 6.33 × 104 8.97 × 104 1.51 × 105 

体積弾性係数  Kma (kPa) 1.65 × 105 2.34 × 105 3.94 × 105 

基準化有効拘束圧  ’ma (kPa) 98.0 98.0 98.0 

基準化パラメータ  mG, mK 0.5 0.5 0.5 

粘着力  C (kPa) 0.0 0.0 0.0 

内部摩擦角  φ  (°) 30, 35, 40, and 45  30, 35, 40, and 45  30, 35, 40, and 45  

 
 

 

図 3-32 三次元解析モデル  
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3 m 
x 

z 

y 

Pile (shell element) 
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Ground (multi–spring model element) 
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図 3-33 杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係  (下層の相対密度  Dr = 90%) 

 

 

図 3-34 杭径の 10％変形時の三次元解析における最大せん断ひずみ  

(Dr = 90%, = 40°) 
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表 3-8 杭径の 10％変形時の三次元解析結果（下層の相対密度 Dr = 90 %）  

φ 

(度) 

鉛直変位(m) 鉛直応力σz(kPa) 最大せん断ひずみγmax 

30 度 

  
 

35 度 
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表 3-9 杭径の 10％変形時の三次元解析結果（下層の相対密度 Dr = 90 %）  

φ 

(度) 

鉛直変位(m) 鉛直応力σz(kPa) 最大せん断ひずみγmax 

40 度 

   
45 度 
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表 3-10 杭径の 10％変形時の三次元解析結果（下層の相対密度 Dr = 60 %）  

φ 

(度) 

鉛直変位(m) 鉛直応力σz(kPa) 最大せん断ひずみγmax 

30 度 

  
 

35 度 
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表 3-11 杭径の 10％変形時の三次元解析結果（下層の相対密度 Dr = 60 %）  

φ 

(度) 

鉛直変位(m) 鉛直応力σz(kPa) 最大せん断ひずみγmax 

40 度 

 
  

45 度 
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表 3-12 杭径の 10％変形時の三次元解析結果（下層の相対密度 Dr = 45 %）  

φ 

(度) 

鉛直変位(m) 鉛直応力σz(kPa) 最大せん断ひずみγmax 

30 度 

   

35 度 
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表 3-13 杭径の 10％変形時の三次元解析結果（下層の相対密度 Dr = 45 %）  

φ 

(度) 

鉛直変位(m) 鉛直応力σz(kPa) 最大せん断ひずみγmax 

40 度 

 

 

 

45 度 
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図 3-35 杭先端より下方の影響範囲(Yang (2006)15)) 

 

  
図 3-36 杭径の 10％変形時の杭先端から下方の影響範囲  

 
図 3-37 杭径の 10％変形時の杭から側方の影響範囲  
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3.4.4 まとめ 

本節では，三次元有限要素法による杭先端の地盤変形の影響範囲の評価を行った。得ら

れた結論を以下に示す。  

(1) 三次元解析では 1/4 モデルを用いて，杭頭から押込み力を静的に載荷することにより

行った。また，三次元解析で対象とした地盤は，表層と下層（支持層）の二層地盤を

用いた。地盤の物性は，下層の相対密度（45, 60, 90 %）と内部摩擦角（30, 35, 40, 45 度

）をパラメータとして解析を実施した。  

(2) 通常，杭の先端支持力は，杭径の 10%変形時の荷重と定義することが多い。そこで，

本研究で算定する杭先端の地盤変形の影響範囲は，杭頭の変位が杭径の 10%時のせん

断ひずみが大きい領域（せん断ひずみγmax = 0.01）とした。  

(3) 三次元解析結果によると，杭先端より側方の影響範囲は杭径の約 1.2 倍，杭先端より

下方の影響範囲は，杭径の約 2.5 倍の範囲であることがわかった。これは，Yang(2006)15)

によって空洞拡張理論を基に提案された影響範囲と同程度であることがわかった。  

(4) 二次元解析における杭先端の提案モデル（Model C）に用いる地盤変形の影響範囲の案

を以下に示す。  

[1]杭中心から側方の範囲：杭径の約 1.2 倍  

[2]杭先端から下方の範囲：杭径の約 2.5 倍  

 なお，本研究における影響範囲は単杭に対する設定であり，群杭の設定は今後の課題で

ある。  
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3.5 提案方法の二次元モデルの適用性検証  

3.5.1 簡易モデルによる検証  

 提案方法（Model C）を検証するために二次元解析を行った。解析条件は 3.3.2 のモデル

と同じである。二次元モデルを図  3-38 に示す。Model C において，杭先端の地盤影響範囲

内の節点は多点拘束（xy 方向は同じ変位）する。その際，杭の先端支持力の影響範囲は図  

3-36 を基にして杭径の 2.5 倍を想定している。杭の押込みは杭頭における強制変位で表現

している。本検討においても，3.5 節と同様に，[1]メッシュサイズの影響及び[2]地盤の奥

行き方向幅をパラメータとして解析を実施する。  

 図 3-39 は杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係を示す。ここで，目標値は Model C の杭先

端の非線形ばね要素の特性を示している。図 3-26 に示すように，Model A と Model B は，

目標値と一致しない。しかしながら，Model C は[1]メッシュサイズの影響及び[2]地盤の奥

行き方向幅に関わらず，目標値と良く一致する結果となった。図 3-40 は，杭の先端支持力

（杭径の 10%変位時の先端抵抗力）とメッシュサイズ及び地盤の奥行き方向幅の関係を示

したものである。その結果，杭先端の挙動は提案方法 Model C によって適切にシミュレー

ションすることができたと考えられる。なお，地盤の奥行き方向幅は，杭の影響範囲で規

定した方が良いと考えられるが，提案方法（Model C）では地盤の奥行き方向幅に依存しな

い結果となり，地盤の奥行き方向幅は実務で用いる杭の設置間隔で良いと考えられる。  
 
 

 

 
図 3-38 Model C の解析で用いられる二次元モデル  
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      (a) メッシュサイズの影響        (b) 地盤の奥行き方向幅の影響  
      （地盤の奥行き方向幅 1m）     （メッシュサイズ 0.5m）  

図 3-39 Model C における杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係  

 

  
     (a) メッシュサイズの影響            (b) 地盤の奥行き方向幅の影響  

    （地盤の奥行き方向幅 1m）       （メッシュサイズ 0.5m）  
図 3-40 杭の先端抵抗力とメッシュサイズの関係  
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3.5.2 鉛直載荷試験を用いた検証  

 原位置における鉛直載荷試験結果（富永ら  (1987)21））を用いて，提案方法（Model C）の

検証を行った。富永ら  (1987)21）は，鋼管杭の原位置載荷試験を行っている。図 3-41 に土

質柱状図を示す。地盤の物性値を表 3-14 に示す。また，解析モデルを図 3-42 に示す。試

験に用いた杭の杭径は 0.6096 m，杭長は 36 m である。本モデルは単杭のため，地盤の奥行

き方向幅は杭径の 10 倍とした。地盤の構成は 7 層であり，完全排水条件で解析を実施し

た。その他の全ての条件は前節までの解析条件と同じである。解析は FLIP ROSE Ver.7.4.0 

(Iai et al. (1992)1))を用いて行った。杭の側面には周面摩擦力を表現する非線形ばね要素を

設けており，そのせん断強度は地盤のせん断強度と同じである。また，杭先端抵抗力を表

す非線形ばね要素の特性は，杭径の 10％沈下時の荷重 q0.1 から算定することとし，q0.1 は

N 値から建築基礎構造設計指針（2001）の設計値で算定した。この値は図 3-43 に示すよう

に試験で観察された杭径の 10%沈下時の先端抵抗力と一致している。杭の先端抵抗力と杭

頭変位の関係を図 3-44 に示す。解析結果は周面摩擦力 Qf,，先端抵抗力 Qp及び Qf + Qp.に

関して，目標値と良く一致する結果となった。  
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図 3-41 杭の鉛直載荷試験の対象地盤 21) 

表 3-14 地盤の物性値  

Characteristics Layer 1 Layer 2 Layer 3 Layer 4 Layer 5 Layer 6 Layer 7 

湿潤密度   (t/m3) 1.84 1.51 2.02 2.02 1.71 1.71 2.02 

せん断弾性係数  Gma (kPa) 6.63 × 104 6.38 × 103 1.47 × 105 1.25 × 105 1.48 × 104 5.00 × 104 1.32 × 105 

体積弾性係数  Kma (kPa) 1.73 × 105 1.66 × 104 3.84 × 105 3.27 × 105 3.85 × 104 1.30 × 105 3.45 × 105 

基準化拘束圧  ’ma (kPa) 98.0 30.8 98.0 98.0 143.4 182.8 98.0 

パラメータ  mG, mK 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 

粘着力  C (kPa) 0.0 15.4 0.0 0.0 71.7 147.0 0.0 

内部摩擦角   (°) 39.3 0.0 42.3 41.5 0.0 0.0 41.7 
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図 3-42 解析モデル  

 

 
図 3-43 杭先端の非線形ばね要素の特性 21)に加筆  
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図 3-44 Model C における杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係 21)に加筆  
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3.5.3 被災事例解析を用いた検証  

(1) 対象事例 

本検討では，1993 年釧路沖地震において被災した漁港埠頭南側岸壁（設計震度 0.2）の

事例 22),23)を用いて，杭の先端支持力を模擬する非線形ばね要素の適用性の検討を行った。

漁港埠頭は，前面は Z 型鋼矢板，控え杭は鋼管杭による組杭式の岸壁である（図 3-45）。

鋼矢板は，背後地盤の液状化に起因して水深-3～-4m 地点で折損している（図  3-46）。な

お，矢板の折損した位置は，電気防食の陽極の設置位置に対応している 24)。  

 

(2) 解析条件 

各土層は FLIP のマルチスプリング要素を用いてモデル化し，境界条件は側方，底面を

粘性境界とした。また，解析用地盤物性値は等価 N 値に基づき，簡易設定法（改訂版）3)

から設定した。前面矢板および控え杭は非線形はり要素で，タイロッドは，圧縮には抵抗

しない非線形ばね要素でモデル化した。地盤の奥行き方向幅は控え杭の設置間隔である

1.6m とした。解析モデルを図  3-47 に示す。控え杭と地盤の相互作用のモデル化は，既往

のモデル（Model A）と提案モデル（Model C）の 2 通りの方法を用いた。なお，杭の周面

摩擦力は，摩擦角jを 15 度とした。杭先端は杭の先端支持力を模擬する非線形ばね要素を

設け，ばねの上限値は N 値から算定した。解析モデルの奥行き方向幅は控え杭の設置間隔

である 1.6m とした。なお，解析に用いる Rayleigh 減衰定数βは，地震応答解析結果（非

液状化状態）より水平応答変位量が収束するときの値とし，β＝0.0005 とした。FLIP の非

線形反復法は改良型 3)を用いている。入力地震動は釧路沖地震時の波形のうち，主要動部

分の 17.5～46 秒の 28.5 秒間を用いた（図 3-48）。なお，解析は FLIP Ver7.1.9-6-2_6 を用い

た。  
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図 3-45 漁業埠頭南側岸壁断面図 22),23) 

 

 

図 3-46 被災状況図 22) 
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図 3-47 解析モデル  
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図 3-48 入力地震動  

 

(3) 解析結果 

加振終了時の変形図を図 3-49，図 3-50 に示す。前面矢板の変形は既往のモデル（Model 

A）で 1.14m，提案方法（Model C）で 1.04m となった。控え杭のモデル化の違いは，前面

矢板の変位 0.1m の違いとなって表れている。また，控え杭杭頭の水平変位は「既往のモデ

ル（Model A）＜提案方法（Model C）」となった。Model A ではメッシュサイズの依存性が

大きい。本事例のようにメッシュサイズが大きい場合，杭の先端の支持力は大きくなり，

控え杭の変形は小さくなる。一方，Model C では杭先端と地盤を非線形ばね要素で結んで

いるため，非線形ばね要素の変形により，Model C の変形量は Mode A より大きくなった

と考えられる。また，控え杭杭頭の鉛直変位は Model A で下向き 0.01m，Model B で上向

き 0.05m となった。Model B の引抜き杭先端には引張力に抵抗しない非線形ばね要素が設

けている。そのため，Model B では控え杭が引き抜かれたため，Model B の控え杭の鉛直変

位が大きくなったと考えられる。最大断面力図を図  3-51～図 3-53 に示す。前面矢板の断

面力は，Model A と Model C でほぼ同程度であるが，Model A の軸力は Model C より大き

くなり支持力が大きくなっていることが推察される。  

実際の現象との整合性の優劣の比較は，被災事例の計測データの精度の問題のため難し

い点があるものの，既往のモデル（Model A）では変形が小さく評価されており，杭の先端

支持力の適切なモデル化が必要となる場合があることが示唆されたといえる。  
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図 3-49 残留変形図（Model A）  

 

図 3-50 残留変形図（Model C）  
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図 3-51 前面矢板の断面力図（残留値）  

 

 

図 3-52 控え杭（押込み杭）の断面力図（残留値）  
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図 3-53 控え杭（引抜き杭）の断面力図（残留値）  
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3.5.4 まとめ 

 本節では，杭と地盤の杭軸方向相互作用の提案モデル（Model C）の適用性検証を行った。

提案モデル（Model C）は，杭先端の節点と地盤の節点を直列につないだ非線形ばね要素を

設け，さらに空洞拡張理論を参考として杭の先端支持力の影響範囲（地盤側節点周辺）が

ブロックとして動くようにモデル化としたものである。得られた結論を以下に示す。  

(1) 最初に，[1]メッシュサイズの影響及び[2]地盤の奥行き方向幅をパラメータとして，簡

易モデルによる杭の押込み試験のシミュレーションを行った。適用性の確認は，杭頭

からの荷重変位関係が杭先端の非線形ばね要素で想定した荷重変位関係と一致するか

で判断した。その結果，既往モデル（Model A）や改良モデル（Model B）では[1]メッ

シュサイズの影響及び[2]地盤の奥行き方向幅に依存する結果となったが，提案モデル

（Model C）は，特別の工夫をすることなく，ほぼ想定する荷重変位関係と一致する結

果となった。  

(2) 地盤の奥行き方向幅は杭先端の地盤変形の影響範囲が良いと考えられるが，提案方法

（Model C）では地盤の奥行き方向幅の影響がないことがわかった。そのため，提案方

法（Model C）における地盤の奥行き方向幅は，実務で用いる杭の設置間隔で良いと考

えている。  

(3) 次に，杭の原位置載荷試験結果を対象に事例解析を行った。鉛直載荷試験による杭の

先端支持力の計測結果を提案モデル（Model C）の非線形ばね要素でモデル化した。そ

の結果，特別の措置をすることなく，解析結果と実験結果はほぼ整合する結果となっ

た。  

(4) 1993 年釧路沖地震で被災した漁港埠頭南側岸壁を対象とした検討を実施した。前面矢

板の変形は，既往モデル（Model A）および提案モデル（Model C）の両者とも同じ程

度であった。しかし，控え工の挙動には方法による違いが顕著にみられ，既往モデル

（Model A）では控え杭の変形が小さく評価されるため，杭の先端支持力の適切なモデ

ル化が必要となる場合があることが示唆された。実際の現象との整合性の優劣の比較

は，被災事例の計測データの精度の問題のため難しい点があるものの，少なくとも提

案モデル（Model C）を用いることで，杭の先端支持力の明確化が図れたと考えている。

なお，提案モデル（Model C）における地震後の地盤変形の影響範囲は，地震前後の地

盤の物性に変化がなければ，地震前と同じ範囲で良いと考えている。  

 

以上より，本研究 25)では杭の先端支持力に関して，地盤の影響範囲を考慮した杭と

地盤の杭軸方向相互作用のモデル化を提案し，その適用性を検証することができた。  
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3.6 杭の周面摩擦力のモデル化の提案  

3.6.1 はじめに 

矢板式係船岸の控え組杭（斜杭）や控え杭などの根入れは基盤まで届いていないことも

あり，適切な周面摩擦力のモデル化が構造物の挙動を評価するうえで重要となる場合もあ

る。そこで，本節では，ジョイント要素を用いた二次元有限要素法（以下，「二次元解析」

という。）における杭の周面摩擦力のモデル化を検討する。ここで，既往の研究に見られ

るように，実際には施工の影響等で杭周辺の地盤の物性が変化することが想定され，周面

摩擦力を正しく評価することは難しいと考えられる。そこで，杭の押込み試験・引抜き試

験の計測結果から，提案手法における適切なジョイント要素のパラメータの設定法を検討

する。  

 はじめに杭の周面摩擦力のモデル化の提案を行い，次に提案手法の妥当性を検証するた

めに杭の押込み試験及び引抜き試験の事例解析を行った。  
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3.6.2 二次元有限要素法における杭の周面摩擦のモデル化  

(1) 杭と地盤の相互作用のモデル化  

 「3.1 杭の先端支持力のモデル化の提案」において，図 3-54 に示す提案モデル（Model 

C）を提案した。本節では，Model C の杭の周面摩擦力のモデル化の検討を行う。  

 

 

図 3-54 提案モデル（Model C）  

 

(2) 杭の周面摩擦力のモデル化の定式化  

剥離やすべりを表現する非線形ばね要素にはいくつかの定式化があり得るが，例えばせ

ん断強度（滑り強度）を式(1)で定式化することができる。このときの，非線形ばね要素の

応力ひずみ関係の例を図 3-55 に示す。この定式化は，例えばケーソン岸壁背面のモデル

化などに用いられている 3)。  

t tan'
nf c                                                            (1) 

ここで，τf：せん断強度，c：粘着力，σn’：近傍地盤におけるせん断面に垂直方向の有効

拘束圧，：摩擦角である。  
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図 3-55 杭の周面摩擦力を考慮するための非線形ばね要素の応力ひずみ関係 3) 

 

杭の周面摩擦力は，この非線形ばね要素の定式化を援用してモデル化する。まず，非線

形ばね要素のせん断方向初期剛性 Ksは，せん断強度に達するまでは地盤と杭が完全に一体

となって挙動するために，実務設計でよく用いられる大きな値（1.0×106 kN/m2/m）3)とし

た。また，杭軸直交方向の杭と地盤の相互作用は前述の杭－地盤相互作用ばねで考慮され

ているため，非線形ばね要素の接触・剥離という滑り方向と直交する方向の挙動は考慮し

ない。  

ここで，本提案を実務的に用いられる二次元解析に適用することを考えると，杭の周面

摩擦力は二次元の平面ひずみ状態でモデル化される必要がある。そこで，杭の単位深さあ

たりの接触長さ width を杭の周長（width=πD，D：杭径）とし，原則として杭間隔の奥行き

方向幅を持つ地盤モデルと 1 本分の剛性を持つ杭のモデルを用意する。奥行き方向 1m 当

たりの解析に換算すると，地盤幅は 1m，杭の剛性は 1m 当たりにし，杭と地盤の接触長さ

width も単位幅当たりの値（width=πD/B，B：地盤の奥行き方向幅）となる。  

伊藤ら 25)が示したように，杭の周面摩擦力は，杭の施工による影響も大きく受ける。

そこで，本研究では式(1)に調整係数 Jα及び Jβを導入して式(2)に示すジョイント要素を用

いることとする。Jαは粘着力 c の増減作用を調整する係数，Jβは周辺地盤のσn
’の増減や

の変化によるせん断強度の増減作用を調整する係数で，施工影響で地盤が締め固められ

る場合では，周面摩擦力が増加し，Jαや Jβが 1 を超えることもある。  

t  tan'
nf JcJ                                                         (2) 

ここで，τf：せん断強度，c：粘着力，Jα：c に乗ずる調整係数，σn’：近傍地盤における垂

直方向の有効拘束圧，：摩擦角，Jβ：σn’及びφに乗ずる調整係数である。  

 しかし，本提案を実際の解析に適用するに当たっては，施工の影響などによる現実の周

面摩擦の増減を正確に評価し，適切な調整係数を設定する必要がある。そこで，既往の杭

の押込み試験と引抜き試験について提案手法を用いた再現解析を行い，実測結果の再現性

の検討と，実測結果から推定される調整係数の評価を行った。

垂直応力  
(引張 ) 

(接触 ) 

(圧縮 ) 

(剥離 ) 

垂直方向変位差  

Kn 

せん断応力  

せん断方向変位差  

せん断強度  

Ks 
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3.6.3 杭の押込み試験の再現解析 

(1) 押込み試験の概要 

杭の押込み試験 21)を対象として，ジョイント要素を用いた杭の周面摩擦力の検討を行っ

た。対象実験の土質条件及び載荷試験杭の仕様や最大周面摩擦力度の予測値と実測値の比

較を図 3-56 に示す。  

地層構成は①埋立砂から⑦洪積砂までの 7 層に分けられる。試験杭は外径φ= 609.6 mm，

肉厚 t=11mm，全長 L＝36m の鋼管杭であり，地盤上部の突出長が 1.3m で杭先端は⑦洪積

砂に達している。  

載荷試験は 6 本の反力杭にわたした梁と杭頭の間に 300tf 油圧ジャッキ 4 台を設置し，

載荷試験実施時（1987 年）の規準である「クイの鉛直載荷試験基準・解説（土質工学会編）

27)」の多サイクル A 載荷法によって実施された。なお，載荷試験は杭打設から 23 日後に

行われた。  

 

(2) モデル化と解析条件 

 地盤は FLIP ROSE1)のマルチスプリング要素を用いてモデル化し，杭は線形はり要素で

モデル化した。また，境界条件は側方を鉛直ローラー，底面を固定境界とした。地下水位

は埋立砂の下端に設定した。要素分割図を図  3-57 に示す。地盤の物性値は N 値に基づき，

簡易設定法（改訂版）3)から設定した。地盤の物性値を表  3-15 に，杭の物性値を表 3-16 に

示す。  

 解析は，側面と底面の境界だけでなく各要素が十分に排水される条件（間隙水の移動が

完全に自由な条件）の自重解析後に，杭頭に変位制御で 1 ステップあたり 2.0×10-4 (m)で，

杭頭の変位が 0.2m になるまで押込み力を載荷した。地盤の奥行き方向幅は杭径の 10 倍の

範囲としている。また，解析は杭の周面摩擦力に着目しているため，杭先端は自由端とし

ている。  

 解析ケースとして，摩擦力の実測値をジョイント要素のせん断強度にしたケース（ケ

ース 1），地盤の物性値からジョイント要素のせん断強度を与えたケース（ケース 2）の 2

ケースを考えた。なお，同一層には同じせん断強度が同時に発揮されるようと仮定してい

る。設定したジョイント要素の物性値を表 3-17～表 3-19 に示す。ここで，ケース 1 は摩

擦力の実測値をジョイント要素の粘着力で与えている。ケース 2 では，砂層はジョイント

要素の摩擦角で，粘土層はジョイント要素の粘着力で与えるものとした。なお，沖積粘土

は，正規圧密粘土に対する物性値設定としてよく用いられる方法 28),29)に基づき，内部摩擦

角 30 度相当の強度を粘着力として与えた。また，洪積粘土の物性は実験時に行われた一軸

圧縮強さから設定した。  
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(a)  土質条件及び載荷試験杭の仕様 21) 

 
(b)  最大周面摩擦力度の予測値と実測値の比較 21) 

図 3-56 再現対象事例 21) 
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図 3-57 要素分割図  

 

 

表 3-15 地盤の物性値  

    

質量  
密度  


(t/m3) 

初期  
せん断  
剛性  
Gma 

(kN/m2) 

基準平均  
有効応力  
ma’ 

(kN/m2) 

拘束圧  
依存  
係数  

mG, mK 

内部  
摩擦角  
' 

(°) 

粘着力  
c', c  

(kN/m2) 

.埋立砂  1.84 6.63×104 98.0 0.5 39.3 0.0 
上部沖積粘土  1.51 6.38×103 30.8 0.5 0.0 15.4 
上部沖積砂  2.02 1.47×105 98.0 0.5 42.3 0.0 
下部沖積砂  2.02 1.25×105 98.0 0.5 41.5 0.0 
下部沖積粘土  1.71 1.48×104 143.4 0.5 0.0 71.7 
洪積粘土  1.71 5.00×104 182.8 0.5 0.0 147.0 
洪積砂  2.02 1.32×105 98.0 0.5 41.7 0.0 

*1 地盤のポアソン比は全層 0.33 とした。  

*2 砂地盤は c’,'，粘土地盤は c,で表現しているが，本解析では水圧の上昇を考慮していないので，せん断強度は

結果的に同等である。  

 

表 3-16 杭の物性値  
杭径  (m) 0.6096 

杭の厚さ  (m) 0.011 
ヤング係数  (kPa) 7.7×107 
ポアソン比  0.3 
断面積  (m2) 2.07×10-2 

(断面二次モーメント(m4))* (9.27×10-4)* 

                 *本解析の条件では曲げは作用せず，結果に影響しない。  

 

 

100m 

5
0

m
 

線形はり要素  
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表 3-17 ジョイント要素の剛性の設定  

     垂直方向の接線剛性  
Kn (kN/m2/m) 

滑り方向の接線剛性  
Ks (kN/m2/m) 

自重解析  0.0 0.0 
押込み解析  0.0 1.0×106 

 

表 3-18 ジョイント要素のせん断強度：ケース 1 

（摩擦力の実測値をせん断強度にしたケース）  

地層  調整係数 J 粘着力 c 
(kN/m2) 調整係数 J 摩擦角 

(°) 
埋立砂  1.0 30.0 0.0 0.0 
上部  

沖積粘土  1.0 30.0 0.0 0.0 

上部沖積砂  1.0 30.0 0.0 0.0 
下部沖積砂  1.0 30.0 0.0 0.0 
下部  

沖積粘土  1.0 78.0 0.0 0.0 

洪積粘土  1.0 55.0 0.0 0.0 
洪積砂  1.0 152.0 0.0 0.0 

 

表 3-19 ジョイント要素のせん断強度：ケース 2 

（地盤の物性値からせん断強度を与えるケース）  

地層  調整係数 J 粘着力 c 
(kN/m2) 調整係数 J 摩擦角 

(°) 
埋立砂  0.0 0.0 1.0 39.3 
上部  

沖積粘土  1.0 15.4 0.0 0.0 

上部沖積砂  0.0 0.0 1.0 42.3 
下部沖積砂  0.0 0.0 1.0 41.5 
下部  

沖積粘土  1.0 71.7 0.0 0.0 

洪積粘土  1.0 147.0 0.0 0.0 
洪積砂  0.0 0.0 1.0 41.7 
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(3) 解析結果 

杭の周面摩擦力の深さ方向の分布を図 3-58 と図 3-59 に示す。解析結果は，杭頭の変位

が 0.1m における各ジョイント要素の中心位置における値を示しており，図 3-58 は設定し

たせん断強度（初期拘束圧を仮定）と解析で実際に発揮された摩擦力を，図  3-59 は実測値

と解析で実際に発揮された摩擦力を比較している。また，杭の全体周面摩擦力と変位の関

係を図 3-60 に示す。  

 摩擦力の実測値をジョイント要素のせん断強度にしたケース 1 では，深さ方向全体にわ

たり設定したせん断強度の摩擦力が発揮されている。その結果，実測値と解析の摩擦力は

よい一致を示している。また解析は，図  3-60 に示される杭頭荷重から先端抵抗を引いた

全体の周面摩擦力も実測値とよくあう結果となった。よって，杭の周面摩擦力の実測値が

得られていれば，解析で正しく表現できると考えられる。しかし，杭の周面摩擦力の実測

値が得られていることは多くない。  

地盤の物性からジョイント要素のせん断強度を与えたケース 2 でも，深さ方向全体にわ

たり設定したせん断強度相当の摩擦力が発揮されている。なお，図  3-58 に示すように地

表付近では，解析における摩擦力が N 値から設定したせん断強度より大きいが，これは押

込みによる拘束圧の増加でせん断強度が増加したためである。図  3-59 に示すように，解

析での摩擦力の分布は多少実測値の分布と異なる。具体的には，地表に近い①埋立砂，②

上部沖積粘土の周面摩擦力は実測値より小さく，③上部沖積砂，④下部沖積砂の周面摩擦

力は，実測値よりやや大きい結果となった。上層は施工の影響で杭と地盤の密着度が増加

し，下層は杭と地盤の密着度が乱れている可能性などが考えられるが，実際のところはよ

くわからない。また，図 3-60 に示すように杭の全体周面摩擦力は，ケース 1 と同様に実

測値とよくあう結果となった。なお，⑥洪積粘土は，ケース 1 とケース 2 で異なる結果と

なった。この理由は，⑥洪積粘土におけるジョイント要素のせん断強度が，ケース 1 は周

面摩擦力の実測値から求めたもの，ケース 2 は地盤の物性値から求めたものを用いたため

である。  
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図 3-58 杭の周面摩擦力の深さ方向分布（設定したせん断強度と解析結果の比較）  

 

 

図 3-59 杭の周面摩擦力の深さ方向分布（実測値と解析結果の比較）  
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図 3-60 杭の全体周面摩擦力－変位関係  
 

(4) 調整係数 J，Jの推定  

 摩擦力の実測値をジョイント要素のせん断強度にしたケース 1 と地盤の物性からジョイ

ント要素のせん断強度を与えたケース 2 の解析結果を用いて，調整係数 J，Jの推定を行

った。ケース 1 の周面摩擦力度をケース 2 の周面摩擦力度で正規化した値を調整係数とし

た。調整係数の推定結果を図  3-61 に示す。粘土は調整係数 Jを，砂層は調整係数 Jを表

す。つまり，実測値と解析値が適合するように調製係数を逆算している。地表付近の調整

係数はやや大きく 2 程度となるが，地中（③上部沖積砂～⑦洪積砂）の調整係数は上部沖

積砂と洪積粘土で 0.5 程度，下部沖積粘土と洪積砂で 1 程度である。  

 

図 3-61 調整係数 J，Jの推定結果
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3.6.4 杭の引抜き試験の再現解析  

(1) 引抜き試験の概要  

 杭の引抜き試験 26)を対象として，ジョイント要素を用いた杭の周面摩擦力の検討を行っ

た。対象実験の地質柱状図を図  3-62に，杭の周面摩擦力の深さ方向分布を図  3-63に示す。

なお，杭は，直径 508mm，肉厚 9mm，杭長 12m の鋼管杭を打込み工法，中掘り工法及び

プレボーリング工法の 3工法で施工されている。引抜き載荷の荷重速度は増加時 98kN/分，

減圧時 196kN/分とされている。載荷装置は各試験杭周辺の 4 本の H 鋼を反力杭として使

用した。  

 
図 3-62 土質条件 26)を加筆・修正  

 

 
図 3-63 杭の周面摩擦力の深さ方向分布 26)を加筆・修正  
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(2) モデル化と解析条件  

地盤は FLIP ROSE のマルチスプリング要素 1),2)を用いてモデル化し，杭は線形はり要素

でモデル化した。また，境界条件は側方を鉛直ローラー，底面を固定境界とした。地下水

位は粘性土の下端に設定した。要素分割図を図 3-64 に示す。地盤の物性値は N 値に基づ

き，簡易設定法（改訂版）から設定した。地盤の物性値を表  3-20 に，杭の物性値を表 3-21

に示す。なお，表 3-20 では，各対象土層の初期せん断剛性などを，有効拘束圧 98kPa（基

準平均有効応力）における値として示している。   

解析は，側面と底面の境界だけでなく各要素が十分に排水される条件（間隙水の移動が

完全に自由な条件）の自重解析後に，杭頭に変位制御で 1 ステップあたり 4.0×10-5 (m)で，

杭頭の変位が 0.2m になるまで引抜き力を載荷した。解析は，地盤の水中密度を用いた自重

解析後に，杭頭に引抜き力を載荷した。地盤の奥行き方向幅は杭径の 10 倍の範囲としてい

る。また，解析は杭の周面摩擦力に着目しているため，杭先端は自由端としている。  

 解析ケースとして，摩擦力の実測値をジョイント要素のせん断強度にしたケース（打込

み杭：ケース 1，中掘り杭：ケース 2，プレボーリング杭：ケース 3），地盤の物性値から

ジョイント要素のせん断強度を与えたケース（ケース 4）の 4 ケースを考えた。なお，同

一層には同じせん断強度が同時に発揮されると仮定している。設定したジョイント要素の

物性値を表  3-22～表 3-26 に示す。  

 ここで，ケース 1～3 は摩擦力の実測値をジョイント要素の粘着力で与えている。ケース

4 では，砂層はジョイント要素の摩擦角で，粘性土はジョイント要素の粘着力で与えるも

のとした。なお，粘性土は前章の設定と同様に，内部摩擦角 30 度相当の強度を粘着力とし

て与えた。  
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図 3-64 要素分割図  
 

表 3-20 地盤の物性値  

    

質量  
密度  


(t/m3) 

初期  
せん断  
剛性  
Gma 

(kN/m2) 

基準平均  
有効応力  
ma’ 

(kN/m2) 

拘束圧  
依存  
係数  

mG, mK 

内部  
摩擦角  
' 

(°) 

粘着力  
c', c  

(kN/m2) 

ローム  1.41 3.98×104 98.0 0.5 0.0 7.3 

粘性土 1 1.61 2.21×104 98.0 0.5 0.0 18.0 

砂質土 1 2.02 1.23×105 98.0 0.5 42.0 0.0 

粘性土 2 1.61 4.21×104 98.0 0.5 0.0 37.0 

砂質土 2 2.02 1.19×105 98.0 0.5 41.0 0.0 

粘性土 3 1.61 5.09×104 98.0 0.5 0.0 51.7 

砂質土 3 2.02 1.65×105 98.0 0.5 43.0 0.0 

      *1 地盤のポアソン比は全層 0.33 とした。  
      *2 砂地盤は c’,'，粘土地盤は c,で表現しているが，本解析では水圧の上昇を考慮していない

ので，せん断強度は結果的に同等である。 

 

表 3-21 杭の物性値  
杭径  (m) 0.508 

杭の厚さ  (m) 0.009 
ヤング係数  (kPa) 7.7×107 
ポアソン比  0.3 
断面積  (m2) 1.41×10-2 

(断面二次モーメント  (m4))* (4.39×10-4)* 

           *本解析の条件では曲げは作用せず，結果に影響しない。  

 

表 3-22 ジョイント要素の剛性の設定  

     垂直方向の接線剛性  
Kn (kN/m2/m) 

滑り方向の接線剛性  
Ks (kN/m2/m) 

自重解析  0.0 0.0 
押込み解析  0.0 1.0×106 

100m 

3
0

m
 

線形はり要素  
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表 3-23 ジョイント要素のせん断強度：ケース 1 

（打込み杭の摩擦力の実測値をせん断強度にしたケース）  

地層  調整係数
J 

粘着力 c 
(kN/m2) 調整係数 J 摩擦角 

(°) 
ローム  1.0 63.0 0.0 0.0 
粘性土 1 1.0 18.0 0.0 0.0 
砂質土 1 1.0 93.0 0.0 0.0 
粘性土 2 1.0 230.0 0.0 0.0 
砂質土 2 1.0 230.0 0.0 0.0 

 

表 3-24 ジョイント要素のせん断強度：ケース 2 

（中掘り杭の摩擦力の実測値をせん断強度にしたケース）  

地層  調整係数
J 

粘着力 c 
(kN/m2) 調整係数 J 摩擦角 

(°) 
ローム  1.0 74.0 0.0 0.0 
粘性土 1 1.0 25.0 0.0 0.0 
砂質土 1 1.0 21.0 0.0 0.0 
粘性土 2 1.0 133.0 0.0 0.0 
砂質土 2 1.0 133.0 0.0 0.0 

 

表 3-25 ジョイント要素のせん断強度：ケース 3 

（プレボーリング杭の摩擦力の実測値をせん断強度にしたケース）  

地層  調整係数
J 

粘着力 c 
(kN/m2) 

調整係数
J 

摩擦角 
(°) 

ローム  1.0 80.0 0.0 0.0 
粘性土 1 1.0 6.0 0.0 0.0 
砂質土 1 1.0 2.0 0.0 0.0 
粘性土 2 1.0 103.0 0.0 0.0 
砂質土 2 1.0 103.0 0.0 0.0 

 

表 3-26 ジョイント要素のせん断強度：ケース 4 

（地盤の物性値からせん断強度を与えるケース）  

地層  調整係数 J 
粘着力 c  

(kN/m2) 
調整係数 J 

摩擦角 
(°) 

ローム  1.0 7.3 0.0 0.0 

粘性土 1  1.0 18.0 0.0 0.0 

砂質土 1  0.0 0.0 1.0 42.0 

粘性土 2  1.0 37.0 0.0 0.0 

砂質土 2  0.0 0.0 1.0 41.0 
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(3) 解析結果 

各杭の周面摩擦力の深さ方向分布を図 3-65～図 3-68 に示す。解析結果は，杭頭の変位

が 0.2m における各ジョイント要素の中心位置における値を示しており，図 3-65 は設定し

たせん断強度と解析で実際に発揮された摩擦力を，図 3-66～図 3-68 は実測値と解析で実

際に発揮された摩擦力を比較している。また，杭の全体周面摩擦力と変位の関係を図 3-69

に示す。  

図 3-65 に示すようにケース 1～4 ともに，設定したせん断強度の摩擦力となり，周面摩

擦力が十分に発揮されていることがわかる。また，図  3-69 からわかるように，実験で杭頭

荷重から先端抵抗を引いて得られた全体の周面摩擦力の実測値とケース 1～3 の解析で得

られた周面摩擦力の実測値も概ね整合する結果となった。ただし，周面摩擦力の最大値に

達するまでの変位量が実験と解析では異なっている。これはジョイント要素の剛性（現在

は非常に大きな値（1.0×106）に設定）を今後調整していくことで，さらに一致度を向上さ

せることができると考えられる。実際に杭を引抜く際にも，地盤の有効拘束圧が小さくな

る効果や杭周辺地盤の粒子構造の向き等の影響等，解析では直接考慮できない現象がある

と考えられ，この効果がジョイント要素の剛性の低下と同様であると解釈できる。  

このように，杭の周面摩擦力の実測値が得られていれば，押込み試験の再現解析と同様

に，杭の引抜き挙動も解析である程度正しく表現できると考えられる。  

地盤の物性からジョイント要素のせん断強度を与えたケース 4 では，図 3-65 に示すよ

うに有効拘束圧の増加に伴い，深さ方向に周面摩擦力が増加する傾向が見られた。一方で，

表層と基盤層で実測値と一致していない。また，中間部に関しては，実測では施工方法の

違いにより摩擦力が異なるものの，解析ではその違いを再現できていない。打込み杭に対

しては過小評価，プレボーリング杭に対しては過大評価になっているといえる。したがっ

て，中間部について，設定値は中掘り杭相当の摩擦力となっているが，地表面や支持層付

近で摩擦力が過小評価されているため，図  3-69 に示す全体の摩擦力ではプレボーリング

相当となっている。  

 

(4) 調整係数 J，Jの推定 

 摩擦力の実測値をジョイント要素のせん断強度にしたケース 1～3 と地盤の物性からジ

ョイント要素のせん断強度を与えたケース 4 の解析結果を用いて，調整係数 J，Jの推定

を行った。ケース 1～3 の周面摩擦力度をケース 4 の周面摩擦力度で正規化した値を調整

係数とした。推定結果を図 3-70 に示す。粘土は調整係数 Jを，砂層は調整係数 Jを表す。

つまり，実測値と解析値が適合するように調製係数を逆算している。  

地表付近の調整係数はやや大きく，8～10 程度となったが，ローム層という特殊な土層

のため，一般的な傾向であるかどうかはよくわからない。また，下層の粘性土 2 や砂質土

2 でも 2～6 程度と大きな値となった。これに対し，中間の粘性土 1 や砂質土 1 では，プレ
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ボーリング杭に対して 1 以下となり，中堀り杭に対して 1 程度，打込み杭に対して 1～3 程

度である。  

 
図 3-65 杭の周面摩擦力の深さ方向分布（設定したせん断強度と解析結果の比較）  

  

図 3-66 杭の周面摩擦力の深さ方向分布（打込み杭の実測値と解析結果の比較）  
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図 3-67 杭の周面摩擦力の深さ方向分布（中掘り杭の実測値と解析結果の比較）  

  
図 3-68 杭の周面摩擦力の深さ方向分布  

（プレボーリング杭の実測値と解析結果の比較）  
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図 3-69 杭の全体周面摩擦力－変位関係  

 

   

図 3-70 調整係数 J，Jの推定結果  
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3.6.5 まとめ 

本節 30)では，施工影響を考慮した非線形ばね要素を用いた二次元解析における，杭の押

込み試験・引抜き試験の再現解析を行い，杭の周面摩擦力を適切に表現できる非線形ばね

要素のパラメータ設定法を検討した。得られた結論を下記に示す。  

(1) 施工の影響等を考慮できる調整係数 J，Jを導入した非線形ばね要素を提案し，その

非線形ばね要素を用いたモデル化で，杭の押込み試験と引抜き試験のシミュレーショ

ンを実施した。摩擦力の実測値を非線形ばね要素のせん断強度とした場合，解析は実

験を概ね良好に再現することができた。  

(2) 一方，地盤の強度定数（c，φ）を非線形ばね要素のせん断強度とした場合，解析によ

る周面摩擦力は実験値より小さい結果となり，実測値とは合わない結果となった。  

(3) 調整係数 J，Jは，「摩擦力の実測値を非線形ばね要素のせん断強度にした場合の解析

結果」を「地盤の強度定数を非線形ばね要素のせん断強度にした場合の解析結果」で

除して算定した。  

(4) 地表面の調整係数 J，Jは，杭の載荷方向にかかわらず，1.0 より大きな値を用いる方

が実測値と整合する。一方，地中部の調整係数 J，Jに関して，杭の引抜き試験の再

現解析では，杭の施工の方法（打込み杭，中掘り杭，プレボーリング杭）によって，3

種類の調整係数 J，Jが算定された。特に中間部の粘性土 1 や砂質土 1 では，杭の施

工方法の影響を受け，プレボーリング杭に対して 1.0 以下となり，中堀り杭に対して 1

程度，打込み杭に対して 1～3 程度となった。  

(5) 本来であれば，各個別の事例に対して載荷試験を行い各土層の摩擦力を算定して調製

係数 J，Jの値を詳細に論じることが望ましい。しかし，実際の載荷試験のデータは

限られており，また摩擦力の算定は困難であることが多い。一方で実務的な解析実施

の要請もあることから，一例として本事例を元に安全側にパラメータを算定した結果

を以下に示す。  

 (a) 押込み時  

J= J=1.0 

(b) 引抜き時  

J= J=1.0（打込み杭，中掘り杭）  

J= J=0.0（プレボーリング杭）  
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第4章 提案手法を用いた未達杭構造物のモデル化の提案 
 

4.1 はじめに 

 近年，大規模マンションの基礎杭の一部が支持層に達していない事例（Japan Times Online, 

20171））が生じた。この要因としては，地層構成の複雑さや杭の長さが不十分なためと考え

られている。報道によると，マンションの住民は，マンションを建て替えすることを決定

した。しかし，支持杭に到達していない杭（以下，「未達杭」という。）に支持されていた

としても，未達杭の建屋の傾斜を適切に評価することができれば，建て替えは不必要だっ

たかもしれない。  

 ここで問題となるのは，未達杭の支持構造物にたいてい，従来の杭基礎のモデル化を適

用することができないことである。そこで，本研究では，第 3 章で提案した二次元有限要

素法（以下，「二次元解析」という。）による杭と地盤の相互作用のモデル化を応用して，

未達杭によって支持された建屋の傾斜を評価する方法を提案する。  

 はじめに，三次元有限要素法を用いて未達杭の支持力を評価し，完全支持杭の支持力に

対する低減係数を提案する。そして，提案した未達杭の支持力の低減係数を用いた未達杭

の支持力を提案する。更に，提案モデルを用いて簡易モデルによる事例解析を行う。  
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4.2 三次元有限要素法による未達杭の評価  

4.2.1 支持杭のモデル化  

 三次元有限要素法（以下，「三次元解析」という。）は，ひずみ空間多重せん断モデルに

よるプログラム(Iai, S., 1993)2)を用いた。地盤の要素には，Mohr–Coulomb の破壊基準を基

にした三次元マルチスプリングモデル(Iai, S, 1993)3)を用いた。マルチスプリングモデルは，

任意のせん断方向に対して仮想的なせん断応力とせん断ひずみの関係を示しており，等方

圧密及び異方圧密下での土の挙動を表現することができる。表層地盤の特性や杭先端から

支持層上端までの距離をパラメータとして考慮した。図 4-1，表 4-1 に解析ケースのイメ

ージを示す。このうち，Case1 と 2 は完全支持杭を示しており，Case3-5 は未達杭を示して

いる。  

 地盤は表層地盤と支持地盤の 2 層とした。解析は完全排水条件で実施した。解析モデル

は計算時間節約のため，図 4-2 に示すように 1/4 モデルとした。三次元解析における杭の

押込みは，杭頭への強制変位とした。x，y，z 軸は幅，奥行き，鉛直を表す。  

 地盤の物性値は，土の相対密度から決定した。表  4-2，表  4-3 は地盤の物性値と杭の物

性値を示す。解析モデルを図  4-2 に示す。杭は板曲げ要素（x 方向と y 方向の動きは固定

している。）でモデル化した。杭と地盤間にはジョイント要素を設けた。杭先端における杭

と地盤の節点は z 方向に同じ変位になるようにした。側方の境界条件（xz 平面，yz 平面）

は鉛直ローラーとした。また，底面は固定境界とした。対称面上（y=0），y 方向の変位と x

軸，z 軸周りの回転は固定とした。もう一方の対称面上（x=0），x 方向の変位と y 軸，z 軸

周りの回転は固定とした。本研究では，杭の先端支持力に着目するため，杭と地盤間のジ

ョイント要素はゼロとした。このため，杭頭における荷重は杭先端と同じとなる。  
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表 4-1 解析ケース  

 表層の上限位置 下層への根入れ深さ  相対密度 Dr (%) 
上層 下層 

Case 1 Z = 2.88 m 1 D 45,60,75 90 
Case 2 Z = 2.4 m 0 D at pile tip 45,60,75 90 
Case 3 Z = 1.8 m -1.25 D 45,60,75 90 
Case 4 Z = 1.2 m -2.5 D 45,60,75 90 
Case 5 Z = 0.0 m -5 D 45,60,75 90 

* D は杭径を示す。  
 

表 4-2 地盤の物性値  

Characteristics 上層  上層  上層  下層  
相対密度 Dr (%) 45 60 75 90 
湿潤密度  (t/m3) 1.93 1.93 1.93 1.99 
せん断弾性係数 Gma (kPa) 6.33 × 104 8.97 × 104 1.19 × 105 1.51 × 105 
体積弾性係数 Kma (kPa) 1.65 × 105 2.34 × 105 3.11 × 105 3.94 × 105 
基準化拘束圧 ’ma (kPa) 98.0 98.0 98.0 98.0 
mG, mK 0.5 0.5 0.5 0.5 
粘着力  C (kPa) 0.0 0.0 0.0 0.0 
内部摩擦角  (degrees) 38.81 39.86 40.95 42.05 

 

表 4-3 杭の物性値  
Characteristics  

杭径 (m) 0.48 

厚さ (m) 0.032 

変形係数 (kPa) 1.05×109 

ポアソン比  0.35 

断面積  (m2) 0.045 

断面二次モーメント (m4) 1.14×10-3 
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図 4-1 解析ケース  

 

 

図 4-2 三次元解析のモデル  
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4.2.2 杭の先端支持力の低減係数  

 図 4-3 に杭の先端抵抗力と杭頭変位の関係を示す。Case 1 の杭の先端抵抗力は Case 2 と

同一の値を示す。これは，両ケースの杭は支持層によって支持されているためである。一

方，Case 3～5 は，杭は支持地盤に十分に支持されていない。よって，得られた杭の先端支

持力は Case 1 や Case 2 より小さい値を示す。また，図 4-4 は，杭頭の変位が杭径の 10%

時の杭の三次元解析の鉛直有効応力を示す。各ケースともに鉛直有効応力は応力球根の形

状を示している。  

 図 4-5 は，杭頭の変位が杭径の 10％時の杭の先端抵抗力 q0.1である。ここでは，杭の先

端抵抗力 q0.1 を杭の先端支持力と定義する。表層地盤が緩い地盤の場合，未達杭の先端支

持力は低下していることがわかる。未達杭の先端支持力は完全支持杭に対して以下の割合

で低減する。  

 

 緩い地盤 (Dr = 45%)   : 0.5–1.0 

 中密な地盤 (Dr = 60%) : 0.7–1.0 

 密な地盤 (Dr = 75%)   : 0.8–1.0 

 

 低減係数の最小値は 0.5～0.8 となった。これは，杭先端と支持層の距離が離れるにつれ

て，杭の先端支持力は未達杭の先端支持力の値に収斂していくことを示している。  
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図 4-3 杭頭変位と杭の先端抵抗力の関係  

 

 
図 4-4 杭頭変位が杭径の 10％時における三次元解析の鉛直有効応力  
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図 4-5 杭径の 10％変位時の杭の先端抵抗力 q0.1 
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4.3 未達杭の先端支持力の低減係数  

4.3.1 杭と地盤の相互作用のモデル化  

 水平方向に着目した杭と地盤の動的な相互作用の研究は多くの研究が行われてきた。し

かし，杭の先端支持力のように鉛直方向の杭と地盤の相互作用は複雑である。そのため，

本研究では，図 4-6 に示す非線形ばね要素を杭先端に設けたモデル化（兵頭ら  (2015)4））

を提案している。このモデルでは，杭の先端抵抗力のばね定数は，第 3 章で示したように

杭径 10％の変位時の先端抵抗力 q0.1によって規定される。  

 
 

 
図 4-6 杭と地盤の相互作用のモデル化(兵頭ら (2015)4)) 
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4.3.2 未達杭の先端支持力のばね定数  

 図 4-5に示すように，未達杭の先端支持力は，杭先端が支持層上端から離れるに従って，

減少することがわかる。解析結果は，支持層から杭先端までの距離が杭径の 5 倍を超える

と，未達杭の先端支持力がほぼ一定値になることを示している。つまり，未達杭の先端支

持力は支持層がない場合の値に収斂する。よって，本研究では次式に示すように，不完全

支持杭のパラメータを提案する。また，解析によるαは図 4-7 に示すように，支持層から

の距離の関数として考慮する。本研究では，図 4-7 を使うことによって，様々な距離の未

達杭の杭の先端抵抗力を評価することができると考えている。  

 

𝑞𝑢𝑛𝑟𝑒𝑎𝑐ℎ𝑒𝑑 = 𝑞𝑏𝑎𝑠𝑒 × 𝛼 + 𝑞𝑛𝑜𝑏𝑎𝑠𝑒 × (1 − 𝛼)                                  (1) 

 

 ここで，qunreached ：未達杭の先端支持力  

qbase    ：完全支持杭の先端支持力  

qnobase   ：表層地盤で支持された杭の先端支持力  
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図 4-7 未達杭の先端支持力の低減係数αの提案  
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4.4 簡易モデルによる事例解析  

4.4.1 解析モデルとパラメータ 

 未達杭で支持された杭基礎構造物のモデル化の検証を行うため，簡易モデルによる事例

解析を行う。杭の先端抵抗力は非線形ばね要素を用いてモデル化した。未達杭の先端抵抗

力は図  4-7 を用いて評価した。二次元解析プログラムは FLIP シリーズ（FLIP ROSE ver. 

7.3.1）を用いた。  

 事例解析は，図  4-8 に示す 2011 年東北地方太平洋沖地震で被害を受けた建屋(飛田ら

(2015))を対象とした。実際の建屋の杭は支持層に達しているが，本研究では，未達杭を考

慮するための一連のパラメトリックスタディとして実施した。地盤は Mohr-Coulomb の破

壊基準を用いた二次元マルチスプリングモデル要素 (Iai et al. (1992)2))を用いた。地盤の物

性値は飛田ら(2015)による。杭は線形はり要素でモデル化し，建屋は線形平面要素でモデ

ル化した。地盤，杭及び建屋の物性値を表 4-4～表 4-6 に示す。奥行き方向に 2 本ある杭

を 2 次元でモデル化したため，図 4-8 にように杭先端の同一節点間に 2 本の非線形ばね要

素を考慮している。本事例の場合，地盤の奥行き方向幅は建屋幅の 8.4m とした。そして，

杭（非線形ばね要素）は，地盤の奥行き方向幅（8.4m）に杭 1 本が負担する非線形ばね要

素が 2 本あることを想定した。  

 未達杭の先端支持力は，杭先端から支持層上端までの距離が杭径の深さのケースを対象

とした。なお，水平方向に関する杭―地盤相互作用ばね要素は考慮されている。表 4-7 に

不完全支持杭(杭径相当の未達杭 α = 0.1)と完全支持杭(α = 1.0)の非線形ばね要素のパラメ

ータを示す。また，解析ケースを表 4-8 に示す。Case A は全ての杭が支持杭である杭を示

し，Case B は 4 本中 1 本が未達杭となるケース，Case C は 4 本中 2 本が未達杭となるケー

スを示す。  
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図 4-8 二次元解析モデル  
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表 4-4 地盤の物性値  
Parameters 上層  下層  

湿潤密度  (t/m3) 1.85 1.94 
せん断弾性係数  Gma (kPa) 5.57 × 104 1.75 × 105 
体積弾性係数  Kma (kPa) 1.45 × 105 4.56 × 105 
基準化拘束圧  ’ma (kPa) 98.0 98.0 

mG, mK 0.5 0.5 
間隙率  0.45 0.45 

粘着力  C (kPa) 0.0 0.0 
内部摩擦角   (degrees) 38.48 43.00 

 

表 4-5 杭の物性値  
Parameters  
杭径 (m) 1.20 

厚さ (m) 0.012 

密度 (t/m3) 7.85 

せん断弾性係数  (kPa) 7.70 × 107 

ポアソン比  0.30 

断面積  (m2) 0.04102 

断面二次モーメント  (m4) 7.23 × 10–3 

 

表 4-6 建屋の物性値  
Parameters  

密度 (t/m3) 1.3 
ヤング係数 (kPa) 3.14 × 1010 
ポアソン比  0.30 

 
表 4-7 非線形ばね要素の物性値  

Parameter  0.1 1.0 
q0.1 (kN/m2) 4395 7500 

ae (m/(kN/m2)) 1.95 × 10–5 1.14 × 10–5 
be (1/(kN/m2)) 6.51 × 10–5 3.81 × 10–5 

Area A (m2) 1.13 1.13 
q0.1 A (kN) 4966 8475 

 
表 4-8 解析ケース  

 
杭の先端抵抗力  q0.1 (kN/m2) 

Pile1 Pile2 Pile3 Pile4 
Case A 8475 8475 8475 8475 
Case B 4966 8475 8475 8475 
Case C 4966 4966 8475 8475 
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4.4.2 地震前の建屋の傾斜  

 地震前の建屋の傾斜は自重解析によって算定した。表 4-9 に全ケースの杭の先端抵抗力

と地震前の建屋の傾斜を示す。地震前の傾斜は，自重に起因するものである。建築基礎構

造設計指針では，建屋の傾斜の基準値は 1.0 × 10–3 rad である。Case A と Case B は許容値

以内であるが，Case C は許容値を満たしていない。よって，Case C と似たような状況が現

実に起こるならば，未達杭が原因の建屋の傾斜が把握でき，建屋を建て替えの必要性が明

確である。しかしながら，Case B では許容値以内となり，未達杭の存在を把握することも

難しい。ましてや建て替えの必要性の評価は無理である。  

 

表 4-9 地震前の建屋の傾斜の算定結果  

 
杭の先端抵抗力 q0.1 (kN/m2) 建屋の傾斜  

(rad) Pile1 Pile2 Pile3 Pile4 
Case A 8475 8475 8475 8475 - 
Case B 4966 8475 8475 8475 9.87 × 10–4 
Case C 4966 4966 8475 8475 2.58 × 10–3 

. 
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4.4.3 地震中及び地震後の建屋の傾斜  

 本研究では，地震中及び地震後の建屋の傾斜を評価するために二次元動的解析を行った。

入力地震動（最大加速度  1.0 m/s2）を図  4-9 に示す。なお，最大加速度は複数の値（1.0, 1.5, 

2.0, 2.5, 3.0 m/s2）を用いた。   

 Case C における未達杭における残留変形図を図 4-10 に示す。左右の杭の先端抵抗力が

異なるため，残留傾斜が生じている。  

 図 4-11 に，入力地震動の最大加速度 3.0 m/s2の時の杭先端の非線形ばね要素の応答を示

す。Case B と Case C の建屋は未達杭によって支持されている。提案モデルは十分に指示さ

れている完全支持杭と未達杭の挙動の違いを良好に表現できている。つまり，本提案によ

り，未達杭の杭基礎構造物の挙動を評価できる可能性を示している。しかし，未達杭に関

わる実測データが存在しないため，提案モデルの適用性を十分に確認できないことが問題

である。  

 表層地盤が非液状化層の場合の地震中，地震後の建屋の残留傾斜と最大加速度の関係を

図 4-12 に示す。なお，建屋の挙動はロッキング等の影響もあって複雑なため，建屋の傾斜

は建屋両端の鉛直相対変位で定義した。入力地震動の最大加速度が大きくなるならにつれ

て，建屋の残留傾斜は大きくなる。最大傾斜は Case C で観察されている。Case C は，左の

杭の全て（pile1 と pile2 （図  4-8））が未達杭のため，不安定な状況である。  

 建屋の残留傾斜は重要であり，限界値と比較されるべきである。建屋の傾斜の限界値は

1.0 × 10–3 rad であり，限界値を超える最大加速度は 1.5m/s2である。よって，本解析におい

て Case B と Case C の両方が中程度の地震を経験した後は許容値を満たしていないだろう

と結論づけることができる。  

 なお，解析による建屋の残留傾斜は，杭の先端抵抗力だけでなく，地盤や地震動の条件

に依存している。それゆえ，本研究では，杭先端から支持層上端までの未達距離の許容値

を正確に決定することはできない。しかしながら，本研究における手法は，実務的に未達

杭を有する杭基礎構造物の耐震性能を再評価する手段となる可能性を示している。  
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図 4-9 入力地震動（最大加速度 1.0 m/s2）  

 

 

 
図 4-10 Case C の残留変形図  

（表層地盤は非液状化層，変位スケールは構造スケールの 10 倍）  
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図 4-11 杭先端における非線形ばね要素の荷重変位関係（最大加速度 3.0 m/s2）  
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図 4-12 非液状化地盤における建屋の残留傾斜  
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4.5 まとめ 

 本節では，大規模マンションの基礎杭の一部が支持層に達していない事例を契機として，

未達杭の支持力を適切に評価するためのモデル化の提案を行った。  

(1) はじめに，杭先端から支持層上端までの距離（5 パターン）と表層地盤の相対密度（3

パターン）をパラメータとして三次元解析を実施し，未達杭の先端抵抗力の評価を行

った。  

(2) 三次元解析で得られた未達杭の先端抵抗力を完全支持杭の先端抵抗力で除して，杭先

端から支持層上端までの距離を関数とした未達杭の先端支持力の低減係数を提案した。 

(3) 本研究では，二次元解析を用いて未達杭の杭基礎構造物の安定性を評価した。本研究

の提案は，完全支持杭と未達杭の挙動の違いを評価することができ，未達杭を有する

構造物の耐震性能を評価する実務設計に使用できる可能性がある。  

(4) 本事例は，大規模マンションの基礎杭の一部が支持層に達していない事例を契機とし

て行った数値実験である。今後，遠心模型実験等による実験による評価や実事例での

確認が今後の課題である。  
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第5章 締固め砂杭工法による密度増加と K0 増加のそれぞれによる改

良効果の評価とモデル化 
 

5.1 はじめに 

 締固め砂杭工法（サンドコンパクションパイル工法，以下，「SCP 工法」という。）1)は，

図 5-1 に示すように地盤内にケーシングを貫入させ，補給砂を投入し，それを拡径して砂

杭を造成し，杭間の地盤を締め固める工法である。砂杭を打設すると密度増加（締固め）

と同時に水平有効応力h’の増加による静止土圧係数 K0 が増加し，杭間における応力状態

も変化する。このため，SCP 工法を精度良く設計するには，改良地盤の密度と応力状態の

変化を適切に評価してモデル化する必要がある。しかし，従来の実務設計では例えば図 5-2

のような関係を用いて，N 値の増加のみを考慮して設計することが多かった。この理由は，

改良地盤の状態を実務的に評価できる指標が N 値しか存在していないためである。  

森鼻ら（2018）2)も検討しているように，SCP工法の改良効果のメカニズムは2種類ある

と考えられてきた。  

[1]密度増加によるもの  

[2]静止土圧係数 K0の増加によるもの  

 しかし，改良効果として N 値が増加するメカニズムを[1]と[2]のように明確に分離する

ことは困難である。つまり，地盤の状態を評価する際の基礎的な情報となる N 値の増加に

は両方の効果が混在している。そして，実務設計においては，[1]と[2]の効果が混在してい

る N 値による評価を用いてきたが，実際には[1]と[2]の効果が改良地盤に及ぼす影響は異

なる。例えば，密度（相対密度）が増加すると，液状化強度が大きくなるだけでなく正の

ダイレタンシーの効果により，液状化時の土のひずみの増加は緩やかになる。  

 改良効果のイメージを図 5-3 に示す。改良前の N 値を N0とすると，[1]密度増加で N 値

が N1 となり，[2]静止土圧係数 K0 の増加で N2 となると考える。地盤改良後の調査結果ら

得られる N 値は N2である。従来の設計では，N 値の増加のみで改良考慮していたため，点

o から点 b に動く経路を通る。本研究では，[1]密度増加として点 o から点 a，さらに[2]静

止土圧係数 K0を考慮して点 a から点 c に動くことを想定している。  

 SCP 工法による改良地盤の性状を N 値で評価する時，N 値は杭状のサンプラーを地盤に

観入する試験法であるため，第 3 章までの杭の先端支持力のモデル化を応用できると考え

た。そこで，本研究では，SCP 工法における[1]密度増加と[2]静止土圧係数の増加が杭間地

盤の N 値に及ぼす影響を評価し，それぞれを適切に二次元有限要素法でモデル化した数値

解析手法を提案する。  

 はじめに，三次元有限要素法により，K0状態の地盤の貫入抵抗の評価を行う。そして三

次元解析を元に N値の増加に対する密度増加と静止土圧係数 K0増加の効果の分離を行い，

実務的な数値解析への適用する方法を提案する。さらに一次元解析により提案方法の妥当
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性確認を行う。  

 

 

図 5-1 SCP 工法の概要 1) 

 

図 5-2 SCP 工法の設計の考え方 1) 
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図 5-3 改良効果のイメージ  
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5.2 K0状態の地盤の貫入抵抗の評価  

5.2.1 解析の目的 

 SCP工法の実務設計はN値を基に行われるため，改良地盤のN値をどのように評価するか

が重要である。  

 N値は，標準貫入試験のサンプラーを押し込む時の打撃回数なので，地盤の貫入抵抗を

仮想的な杭の押込みにより模擬できると考えた。なお，実際はロッドの摩擦抵抗の影響も

あるが，拘束圧補正したN値を実務的に使うことが多いため，摩擦抵抗の影響は限定的と

みなして，先端抵抗のみに着目した。なお，実際のSCP工法の形成は実務で重視する杭間

地盤であっても，拡幅，引抜きの繰返しにより異方性が生じたり，複雑な状態が生じてい

ると推察される。しかし，平均化された杭間地盤の状態を評価したいと意味で，圧縮によ

る密度増加と，拡幅が生じたK0の増加に絞って検討する。  

 

5.2.2 解析条件 

本検討では，N 値で評価される地盤の貫入抵抗を評価するために三次元解析を実施した。

なお，三次元解析は FLIP 3D Ver1.6.23),4)を用いた。  

解析では，表 5-1 に示す相対密度 Dr=45%から 90 %までの地盤を想定し，地盤物性値を

等価 N 値に Meyerhof の式で換算して，簡易設定法（改訂版）5)から設定した（表 5-1）。本

検討では，杭への押込み力は杭頭に強制変位を与えることにより模擬した。  

三次元解析は完全排水条件で行った。解析範囲は1/4モデルとした（図 5-4）。なお，座

標系は鉛直方向z軸，水平方向x軸，y軸とした。各土層はMohr-Coulombの破壊基準を満た

す三次元マルチスプリング要素を用いてモデル化した。本研究では，砂杭下端から地盤

への貫入抵抗，つまり砂杭の先端支持力の試算を行うため（砂杭の周面摩擦は考慮しな

い），杭頭への載荷が杭先端に直接伝達するように，砂杭は仮想的な杭でモデル化するこ

ととした。杭は長さ6mの板曲げ要素（x方向およびy方向変位は固定）でモデル化し（表 

5-2），杭と地盤間にはジョイント要素を設け，杭先端全節点と杭の底面に接する位置にあ

る地盤全節点のz方向変位はすべて同一とした。境界条件は側方（xz平面，yz平面）を鉛

直ローラー，底面は固定境界，対称面上（y=0）はy方向変位，x軸回り，z軸回りの回転変

位を固定，対称面上（x=0）はx方向変位，y軸回り，z軸回りの回転変位を固定とした。な

お，本検討は地盤の貫入抵抗つまり杭の先端抵抗力に着目することとして，ジョイント

要素の摩擦力はゼロとした。  

 解析の手順は，図  5-5 に示すように自重解析を実施した後，所定の静止土圧係数Ｋ0 に

なるようにモデル側方から載荷を行った。モデル側方からの載荷は，モデル側方の yz 平面

の境界面（x = 9 m）を構成する節点を x 方向に，xz 平面の境界面（y = 3 m）を構成する節

点を y 方向に載荷した。各ケースにおける三次元解析による静止土圧係数 K0 を表  5-3 に

示す。三次元解析による静止土圧係数 K0 が，概ね想定値と整合していることを確認した
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後，杭頭から押込み力を載荷した。  

 

5.2.3 解析結果 

 地盤の貫入抵抗による荷重変位関係を図  5-6，図 5-7に示す。図  5-6は，密度増加の効果

（相対密度Drの増加）を検討した図である。静止土圧係数K0によらず，相対密度Drが大き

くなれば，杭の先端抵抗力は大きくなっていることがわかる。また，図 5-7は，相対密度

Dr=90 %, 75 %, 60 %の静止土圧係数K0の効果を考慮したものである。なお，Dr=45 %の結果

は一部発散したため結果を示していない。静止土圧係数K0が大きくなれば，地盤の貫入抵

抗力も大きくなっていることがわかる。  

 図 5-8(a)は，静止土圧係数 K0と地盤の貫入抵抗力の関係を示したものである。相対密度

毎で線形関係にあり，静止土圧係数 K0の増加による貫入抵抗力の評価が可能である。つま

り，貫入抵抗力の変化を[1]密度増加と[2]静止土圧係数 K0 の増加の効果に分離することが

できる。また，図 5-8(b)は，[2]静止土圧係数 K0の増加を取り出すために，各 K0の地盤の

貫入抵抗力を K0=0.5 の杭の先端抵抗力で正規化したものである。相対密度によらずほぼ一

義的な関係となり，貫入抵抗力の増加に及ぼす静止土圧係数 K0 の効果を統一的に考慮す

ることができる。  
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表 5-1 地盤物性値  

    

質量  
密度  


(t/m3) 

初期  
せん断  
剛性  

Gma (kN/m2) 

基準平均  
有効応力  
ma’ 

(kN/m2) 

拘束圧  
依存  
係数  

mG, mK 

内部  
摩擦角  

' 
(°) 

粘着力  
c' 

(kN/m2) 

Dr=45 % 1.90 6.328×104 98.0 0.5 38.81 0.0 

Dr=60 % 1.90 8.969×104 98.0 0.5 39.86 0.0 

Dr=75 % 1.90 1.191×105 98.0 0.5 40.95 0.0 

Dr=90 % 1.90 1.511×105 98.0 0.5 42.05 0.0 

*1 地盤のポアソン比は全層 0.33 とした。  

 

表 5-2 杭の物性値  

Characteristics  

杭径  (m) 0.48 

厚さ  (m) 0.032 

変形係数  (kPa) 1.05×109 

ポアソン比  0.35 

 

表 5-3 三次元解析による静止土圧係数 K0の調整結果  

 

 

 

 

K 0(=σ'x /σ'z) K 0(=σ'y /σ'z)

1 90 0.50 0.61 0.61

2 75 0.50 0.56 0.56

3 60 0.50 0.56 0.56

4 45 0.50 0.57 0.57

5 90 0.75 0.75 0.75

6 75 0.75 0.72 0.72

7 60 0.75 0.68 0.68

8 90 0.85 0.85 0.85

9 75 0.85 0.79 0.79

10 60 0.85 0.74 0.74

11 90 1.00 0.94 0.94

12 75 1.00 0.87 0.87

13 60 1.00 0.80 0.80

目標K 0
相対密度

D r (%)

解析結果
No.
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図 5-4 三次元FEMモデル 
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図 5-5 解析の手順  
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(a) 静止土圧係数 K0 = 0.5 

 

 

(b) 静止土圧係数 K 0= 0.8 – 0.9 

図 5-6 地盤の荷重変位関係（[1]密度増加の影響）  
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            (a) 相対密度  Dr = 90 (%)                      (b) 相対密度  Dr = 75 (%) 

 

 
(c) 相対密度  Dr = 60 (%) 

図 5-7 地盤の荷重変位関係（[2]静止土圧係数 K0の増加の影響）  

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10

0 200 400 600 800 1000

S
e
tt

le
m

en
t 

(m
)

Load (kN)

K 0= 0.50

K0 = 0.75
K 0= 0.85

K 0= 0.90

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10

0 200 400 600 800 1000

S
e
tt

le
m

en
t 

(m
)

Load (kN)

K 0= 0.50

K0 = 0.75
K 0= 0.85

K 0= 0.90

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10

0 200 400 600 800 1000

S
e
tt

le
m

en
t 

(m
)

Load (kN)

K 0= 0.50

K0 = 0.75
K 0= 0.85

K 0= 0.90



 

139 

 
(a) [1]密度増加と[2]K0増加の分離  

 
(b) [2]K0増加の分離  

図 5-8 静止土圧係数 K0と地盤の貫入抵抗力の関係  
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5.2.4 貫入エネルギーによる整理  

 前節では，地盤の貫入抵抗力で整理したが，N値は貫入エネルギーの指標であるともい

えることを考慮し，図 5-9に示すように定義した杭の荷重沈下関係を貫入エネルギーに換

算して整理した。貫入エネルギーで整理した結果を図  5-10に示す。図 5-8と同様な関係が

見られる。また，図  5-10(a)のK0=0.5における相対密度毎の貫入エネルギーを求めると図 

5-11となる。相対密度に対してほぼ線形の関係となる。  

 

 

図 5-9 貫入エネルギーの考え方  

  

地盤の貫入抵抗力  

変位 面積：貫入エネルギーEp 
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(a) [1]密度増加と[2]K0増加の分離  

 

(b) [2]K0増加の分離  

図 5-10 相対密度 Dr，静止土圧係数 K0と貫入エネルギー力の関係  
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図 5-11 静止土圧係数 K0=0.5 における相対密度 Drと貫入エネルギー力の関係  
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5.3 密度と静止土圧係数 K0の効果の定量的評価  

砂質土に対する SCP の改良原理 1)は，図 5-12 のように表すことができる。本節では，図

5-12 の考え方を用いて，SCP 工法における密度増加と静止土圧係数 K0増加が N 値の増加

に及ぼす効果の定量的評価を試みた。図 5-12 より，改良率 Fvは次式で表される。  

 

                                                     (1) 

 

ここに，e0は初期間隙比  

    e1は砂杭打設後の間隙比  

    Δe は初期間隙比から砂杭打設後の間隙比までの変化分  
 

図 5-12  砂質土に対する SCP の改良原理 1) 

 

細粒分含有率から最大間隙比と最小間隙比を平間の経験式 6)より次式で求める。  

𝑒𝑚𝑎𝑥 = 0.02 ∙ 𝐹𝑐 + 1.0                                                (2) 

𝑒𝑚𝑖𝑛 = 0.008 ∙ 𝐹𝑐 + 0.6                                               (3) 

 地盤の初期間隙比 e0は，原地盤の相対密度を Meyerhof の式（式(4)）を用いて N 値と有

効上載圧から求め，地盤の初期間隙比を式(5)で求める。  

 

                                                                           (4) 

  

𝑒0 = 𝑒𝑚𝑎𝑥 −
𝐷𝑟0

100
(𝑒𝑚𝑎𝑥 − 𝑒𝑚𝑖𝑛)                                                   (5) 

ここに，Dr0は原地盤の相対密度(%)，  

    N0は原地盤の N 値  

𝐹𝑣 =
−∆𝑒

1 + 𝑒0
=
𝑒0 − 𝑒1
1 + 𝑒0

 

𝐷𝑟0 = 21 ∙ √
𝑁0

0.7 + 𝜎𝑣′ 98⁄
 

間隙 

土粒子 

e0 

1 

圧入前 

 

圧入後 

1 

 

土粒子 

間隙 

砂杭 (1+e0)Fv 

e1=e0-(1+e0)Fv 
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    e0は初期間隙比  

    σv0’は有効上載圧(kN/m2) 

 よって，改良後の間隙比 e1及び相対密度 Dr1を改良率 Fv，改良前の間隙比 e0から式(6)

及び式(7)を用いて算定することができる。  

𝑒1 = 𝑒0 − 𝐹𝑣(1 + 𝑒0)                                            (6) 

 

                                                                  (7) 

 

 よって，図 5-11 の式が一般的なものであれば，改良前後の杭の貫入エネルギーを算定

することができる。  

 

改良前エネルギー 𝐸0 = 0.17 ∙ 𝐷𝑟0 − 0.21                                  (8) 

改良後エネルギー 𝐸1 = 0.17 ∙ 𝐷𝑟1 − 0.21                                  (9) 

 

 したがって，N 値の比が同様にエネルギーの比で求まると仮定すると，改良前の N 値（N

改良前）に E1/E0を乗じて，密度増加の効果による改良後の増分 N 値（ΔN 密度増加）を算定す

ることができる。  

 

 ∆𝑁密度増加 = 𝑁改良前 ∙ (𝐸1 𝐸0⁄ − 1)                                           (10) 

 

 また，静止土圧係数K0=0.5からのK0の増加による貫入エネルギーの増加量が，図 5-10(b)

に示した式で求まるとすると，  

 

∆𝐸𝐾0 = 0.88 ∙ 𝐾0 + 0.58 − 1.0                                                    (11) 

 

 ここで，実際のエネルギーの値はサンプラーのサイズ等の条件に依存するとしても，エ

ネルギーの比が N 値の比に等しくなると仮定する。  

 

∆𝑁𝐾0増加 = 𝑁改良前 ∙ ∆𝐸𝐾0                                                   (12) 

 

 以上を全て考慮すると，改良後のN値は次式で表される。  

 𝑁改良後 = 𝑁改良前 + ∆𝑁密度増加 + ∆𝑁𝐾0増加                                       (13) 

 

 以上の方法により改良率10％の地盤（細粒分含有率Fc = 5 %, 10 %, 15 %）を例として，

密度増加と静止土圧係数K0の効果によるN値増加の定量的評価を行った結果を図  5-13～

𝐷𝑟1 =
𝑒𝑚𝑎𝑥 − 𝑒1
𝑒𝑚𝑎𝑥 − 𝑒𝑚𝑖𝑛
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図 5-15に示す。ただし，K0の値はわからないので0.75と1.0の2通り設定した。図中には，

表 5-4に示す既往のN値の計測結果（原田ら(1998)7））も合わせて示す。このように，静止

土圧係数K0を0.75～1.0程度とした評価結果は，安全側として設定されている設計値より少

し大きめだが，改良後2年における既往のN値の計測結果とほぼ整合している。なお，設計

値は本検討で密度増加のみを考慮した場合に近い。  
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図 5-13 密度増加と静止土圧係数 K0の効果の定量的評価  

（改良率 10%，細粒分含有率 Fc = 5%）  

 
図 5-14 密度増加と静止土圧係数 K0の効果の定量的評価  

（改良率 10%，細粒分含有率 Fc = 10%）  
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図 5-15 密度増加と静止土圧係数 K0の効果の定量的評価  

（改良率 10%，細粒分含有率 Fc = 15%）
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5.4 検討結果のまとめと数値解析への適用方法の提案  

 本研究では，SCP工法による改良地盤のN値増加を密度増加と静止土圧係数K0の増加のそ

れぞれの効果として定量的に評価した。結果は以下のようにまとめられる。  

 

① 設計用の改良後N値は，既往の事例に基づき設定された関係である。実務設計では，静

止土圧係数K0の実測された例が少ないため，K0の値によらず，圧入率で設定されてい

る。  

② 本研究の解析は，密度増加のみを考慮した改良後のN値は既往の設計値と概ね一致す

る。さらに，密度増加の他に静止土圧係数K0の増加の効果を考慮すると，K0の増加に

応じて，N値は増加する。  

③ 改良後N値の実測値は，本提案方法の「密度＋静止土圧係数K0の効果」を考慮する方法

の方に近く，改良後2年における実測値はK0=0.75～1.0で評価した結果と整合する。  

 よって，本研究の解析結果は設計値より実測値に近いため，合理的な設計に寄与できる。

ただし，静止土圧係数K0を測定することができれば，さらに合理的である。  

 本研究で提案する設計方法を図 5-16 に示す。提案方法と従来の設計法で違う点は，改

良地盤の K0の推定・測定を追加した点である。目標とする改良地盤の K0を適切に推定で

きれば，地震時の設計に用いている二次元解析に反映することができる設計となってい

る  
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図 5-16 設計方法の提案  

 

表 5-4 N 値と K0の関係 8) 

 改良率10％  

事前  改良後1ヶ月  改良後2年  

測定深度

(m) 

(GL-) 

4.5 4.5 4.5 

N値  8 20 20 

K0 0.96 1.39 2.82 

測定深度

(m) 

(GL-) 

10.5 10.25 10.5 

N値  14 24 28 

K0 0.66 1.73 1.73 

原地盤 N 値  

密度の増加による  
改良後の N 値  

（原地盤から推定）  

物性値の算定 

改良地盤の  
K0の測定・推定  

No 
Sokutei  

 

初期自重解析(図  5-5) 

静止土圧係数 K0増加
を考慮するための横方
向載荷(図  5-5) 

動的解析 
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5.5 一次元解析による事例解析  

 本章では，提案方法の適用性を確認するために，一次元解析を行った。地盤モデルは

高さ15mの土柱列モデルを用いる。原地盤は，N値10，細粒分含有率Fc=10%として，SCP

工法の改良率は，As=10%とした。解析は図 5-17に示すように，野津ら(2000)8)が提案する

要素の貼合せモデルを用いている。本モデルは，杭間地盤と杭芯地盤のそれぞれを一次

元土柱列としてモデル化して，両者を多点拘束（XY方向は同一変位とする）する。方法

である。また，SCP工法の改良効果は表 5-5，図 5-18に示す4パターンを想定した。Case 

Aは密度増加のみ考慮しているため，安全側の設定である。また，Case Bは改良後のN値

を用いるケースであり，既存の設計法と同じである。一方，Case C, Dは密度増加とK0増

加を考慮した本検討における提案ケースである。地盤物性値を表  5-6，表  5-7に示す。入

力地震動は，図 5-19に示す神戸港ポートアイランドで得られた観測波形9), 10)を用いた。  

 解析結果のうち，最大せん断ひずみを図  5-20に，最大水平加速度を図  5-21に，最大過

剰間隙水圧比分布を図  5-22に，代表的な位置における有効応力経路を図  5-23に示す。本

研究の解析モデルは，貼り合わせモデルを用いているので，各ケースの砂杭と杭間地盤の

最大せん断ひずみは同じ値となる。最大せん断ひずみ，最大水平加速度及び最大過剰間隙

水圧比は，Case A，Case B，Case C，Case Dの順に小さくなる。  

 Case A（密度増加のみ）の最大せん断ひずみ，最大水平加速度と最大過剰間隙水圧比は

全ケースのなかで最も大きくなり，改良効果は最も小さい結果となった。また，従来の設

計法であるCase B（改良後のN値）は，Case C，D（密度増加＋K0増加）に対して安全側の

評価となった。  

 GL-2.7mにおける有効応力経路を図 5-23に示す。CaseA, C, Dの順に，動的解析の最大せ

ん断応力の初期値が小さくなっていることがわかる。これは，静止土圧係数K0が増加して

いる影響による。また，静止土圧係数K0が増加すれば（CaseD），平均有効拘束圧もゼロに

到達しておらず，より多くの改良効果を発揮することができる。CaseBは，CaseA, C, Dよ

りN値が大きく，膨脹的な傾向を示している。  

 つまり，静止土圧係数K0を適切に測定・推定することができれば，Case C，D（密度増加

＋K0増加）によるモデル化を行うことができ，地盤改良の効果を大きく評価することがで

きる。  
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図 5-17 解析モデルの考え方 9) 

 

表 5-5 解析ケース  

 杭間地盤の  

等価 N 値 N65
*1 

杭芯地盤の  

等価 N 値 N65
*1 

A 密度増加のみ  N65=17, K0=0.50 N65=23, K0=0.50 

B 改良後の N 値  N65=20, K0=0.50 N65=23, K0=0.50 

C 密度増加＋K0増加  N65=17, K0=0.75 N65=23, K0=0.50 

D 密度増加+K0増加  N65=17, K0=1.00 N65=23, K0=0.50 

*1 有効上載圧65 kN/m2におけるN値を示す。  

 

 

図 5-18 解析ケースのイメージ  
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表 5-6 地盤物性値(1) 

 等価 N 値  
N65 

質量  
密度  


(t/m3) 

初期  
せん断  
剛性  
Gma 

(kN/m2) 

基準平均  
有効応力  

ma’ 
(kN/m2) 

拘束圧  
依存  
係数  

mG, mK 

内部  
摩擦角  

' 
(°) 

粘着力  
c' 

(kN/m2) 

17 2.049 8.35×104 98.0 0.5 40.54 0.0 

20 2.049 9.30×104 98.0 0.5 41.94 0.0 

23 2.049 1.02×105 98.0 0.5 43.10 0.0 

*1 地盤のポアソン比は全層 0.33 とした。  

 

表 5-7 地盤物性値 (2) 
等価 N 値  

N65 φp S1 w1 p1 p2 c1 

17 28.0 0.005 4.974    0.50 0.460 6.491 

20 28.0 0.005 7.186 0.50 0.422 12.220 

23 28.0 0.005 10.040 0.50 0.384 41.060 

 

 

図 5-19 入力地震動 9),10) 
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図 5-20 一次元解析結果（最大せん断ひずみγ xy）  

 

 
図 5-21 一次元解析結果（最大水平加速度）
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図 5-22 一次元解析結果（最大過剰間隙水圧比）  
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図 5-23 一次元解析結果（GL-2.7m における有効応力経路）  
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5.6 まとめ 

本研究 11)では，従来，N 値のみによって評価されてきた締固め砂杭工法の改良効果につ

いて，[1]密度増加と[2]静止土圧係数 K0 の増加のそれぞれの改良効果の評価とモデル化を

数値実験により提案した。得られた結論を下記に示す。  

(1) 本研究では，N 値で評価される平均化された地盤の貫入抵抗を評価するために三次元

解析により仮想的な杭の押込み試験の解析を実施した。なお，実際の SCP 工法の形成

は，杭間地盤であっても，拡幅，引抜きの繰返しにより異方性の発現等，複雑な状態が

生じていると推察される。しかし，平均化された杭間地盤の状態を評価したいと意味

で，圧縮による密度増加と，拡幅が生じた K0の増加に絞って検討した。  

(2) 対象とする地盤の相対密度は Dr=45～90 %，静止土圧係数 K0は 0.5～1.0 を想定した。

三次元解析は自重解析の後，側方から地盤を載荷し所定の静止土圧係数 K0 にした後，

杭頭から鉛直方向に単調載荷を行った。  

(3) 三次元解析結果から杭の貫入エネルギー（荷重変位関係の面積）を算定し，「相対密度

Dr～静止土圧係数～杭の貫入エネルギーの関係」を整理して，締固め砂杭工法による N

値増加を「[1]密度増加によるもの」と「[2]静止土圧係数 K0の増加によるもの」に分け

て評価した。その結果，数値実験における原地盤の N 値と改良地盤 N 値の関係は，既

往の実測例と比較しても，全体としてほぼ良好に説明できた。  

(4) 次に，締固め砂杭工法の改良効果を検討するために，一次元解析による事例解析を行っ

た。その結果，従来の設計手法（改良後の N 値を用いる）より密度増加と K0増加の効

果を分けて適切にモデル化した方が改良効果は大きくなる結果となった。よって，静止

土圧係数 K0が設定あるいは測定できれば，従来より地盤改良効果を大きく評価できる

ことが示唆された。今後，静止土圧係数 K0の適切に設定することが課題である。  

(5) 原位置試験結果（N 値，静止土圧係数 K0）だけでは，[1]密度増加と[2]静止土圧係数 K0

の増加の分離は困難である。また，原位置の静止土圧係数 K0の測定は非常に難しくば

らつきが大きい指標である。このため，本研究では，数値実験により[1]密度増加と[2]

静止土圧係数 K0の増加のそれぞれの改良効果を評価した。今後，実地盤を対象に原位

置試験と詳細な三次元解析を行い，本手法の適用性の検討を行うことが必要と考えて

いる。  
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第6章 まとめ 
 

 本研究では，杭の杭軸方向挙動のモデル化と性能に基づく耐震設計への応用について検

討を行った。以下に，各章のまとめを示す。  

 

 第 1 章では，研究の背景と目的を示し，本論文の構成を述べた。  

 

 第 2 章では，杭の支持力の評価として，先端支持力や周面摩擦力の理論，荷重沈下曲線

の評価をレビューした。杭の鉛直支持力は，従来の剛塑性体による評価から近年では空洞

拡張理論を元にした支持力理論が使われてきていることを示した。また，荷重沈下曲線は

双曲線関係が多く用いられてきていることを示した。  

 杭と地盤の相互作用のモデル化は，杭-地盤相互作用ばね要素を用いるなど水平方向の挙

動に着目することが多い。一方，鉛直方向の杭と地盤の相互作用のモデル化は十分に議論

されておらず，課題であることがわかった。  

 締固め砂杭工法（サンドコンパクションパイル工法（以下，「SCP 工法」という。））は，

我が国の代表的な液状化対策工法であり，過去の地震被害調査よりその有効性が実証され

ている。設計に良く用いられる N 値は改良効果の指標として用いられることが多い。しか

し，N 値の増加は，密度の増加だけでなく，静止土圧係数 K0の増加による効果もあり，改

良効果による N 値増加のメカニズムを①と②のように明確に分離することは困難であり，

設計法に課題があることがわかった。  

 

 第 3 章では二次元有限要素法による杭と地盤の杭軸方向相互作用のモデル化の提案を行

い，杭の先端支持力と周面摩擦力のそれぞれに関してモデル化の妥当性の確認を行った。  

 まず，杭の先端支持力に関しての数値解析プログラムの検証（Verification）の方法を提

案した。提案手法は，杭頭への押込み力を強制変位と強制荷重で与える 2 パターンの載荷

方法で解析を実施し，両者の荷重変位関係が一致することを確認する手法である。例題と

して，既往の杭先端のモデル（Model A）を用いた検討を行った。その結果，既往の杭先端

のモデル（Model A）の要素挙動を安定させれば，検証を実施できることを確認した。  

次に，杭の先端支持力に関して，既存の杭先端のモデル化（Model A, Model B）に問題が

あることを確認し，空洞拡張理論を参考として杭先端の地盤変形の影響範囲を考慮したモ

デル（Model C）を提案した。杭先端の地盤変形の影響範囲は三次元解析により算定し，解

析による影響範囲は既往の文献と整合することを確認した。そして，提案モデル（Model C）

を用いることで，既存のモデルの問題（メッシュサイズへの依存性，地盤の奥行き方向幅

への依存性，杭先端非線形ばね要素の変位のダブルカウント）を解消することができた。

また，提案モデルの適用性は，簡易モデルによる杭の押込み試験，原位置の鉛直載荷試験
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及び動的解析による被災事例解析により確認した。  

 杭の周面摩擦力は施工影響を考慮できる非線形ばね要素でモデル化した。モデル化の妥

当性は杭の押込み試験・引抜き試験の再現解析により確認することした。摩擦力の実測値

をせん断強度とした場合，解析は実験を概ね再現することができ，地盤の強度定数をせん

断強度とした場合，解析は実験とは合わない結果になった。その結果，調整係数（摩擦力

の実測値による解析結果を地盤の強度定数による解析結果で除した値）を限られた事例で

算定した。  

 

 第 4 章では，近年問題となっている基礎杭の一部が支持層に達していない事例を取り扱

った。本研究では，第 3 章で提案した二次元有限要素法（以下，「二次元解析」という。）

による杭と地盤の相互作用のモデル化を応用して，未達杭によって支持された建屋の傾斜

を評価する方法を提案した。本研究では，未達杭の杭基礎構造物の安定性を二次元解析で

評価し，提案法が未達杭を有する構造物の耐震性能を評価する実務設計に使用できる可能

性を示すことができた。  

 

 第 5 章では，締固め砂杭工法による密度増加と K0 増加のそれぞれによる改良効果のモ

デル化を検討した。これは第 3 章で用いた三次元有限要素法を用いて，密度増加と静止土

圧係数 K0 増加のそれぞれが N 値増加に及ぼす影響について検討を行ったものである。改

良地盤の貫入抵抗に関する三次元解析を行い，締固め砂杭工法の改良地盤の N 値増加を

「①密度増加によるもの」と「②静止土圧係数 K0の増加によるもの」に分けて定量的に評

価した。既往の実測例と比較しても，全体としてほぼ良好に説明することができた。 また，

一次元解析による事例解析を行い，静止土圧係数 K0を適切に設定あるいは測定できれば，

地盤改良効果を従来より大きく評価できることが示唆された。  

 

 以上，実務に応用できる杭の杭軸方向挙動のモデル化手法を提案し，性能に基づく耐震

設計に応用できることを示した。  
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